
平成26年度一般会計当初予算説明資料
2款総務費

2項企画費 景観まちづくり課(内線:7363)→事業実施:住まいまちづくり課

2目 計画調査費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

景観まちづくり活動 1. 815 2， 671 ム856 1. 815 
サポート事業

トータルコスト 9， 554千円 (前年度 13，793千円) [正職員:1.0人]

主な業務内容 個別相談・情報提供、ワークシlヨツプ・出前座談会、先進事例研究・勉強会 等

工程表の政策目標(指標) 景観まちゴくり活動に取り組む団体の増:65団体 CH24)→85団体 CH26)
地域資源を活用したまちづくり実施地区数の増:55地区 (H24)→71地区 CH26)

事業内容の説明

事業の目的・概要

住民や多様な主体との協働連携による地域の景観資源を活用したまちづくり活動(景観まちづくり

活動)を積極的にサポートし、地域の活性化と景観の保全・創出を推進する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 内 廿~ 金額

個別相談・情報提供 -景観まちづくり活動団体等を個別訪問し、活動状況や課題 166 
等を把握し、課題解決への情報提供や支援策等を検討

ワークショップ・出前 -大学等と連携して、まちづくりに意欲のある地元住民等と 1. 118 
座談会 一緒にワークショップ等を開催し、まちづくりのイメージ

-テーマづくりや活動方針等を検討

先進事例研究・勉強会 -まちづくり活動の組織化や活動方針等の課題解決につなげ 501 
るため、先進事例研究や勉強会を実施

意見父換会 -活動団体等の活動事例紹介や活動上の課題等について情報 20 
交換会を開催

情報発信等 -団体概要や活動計画等をとりネットに掲載して情報提供 10 

景観行政費 2， 213 2， 315 ム102 2， 213 

トータルコスト 12， 274千円 (前年度 11.848千円) [正職員:1. 3人]

主な業務内容 審議会の運営、巡視員の設置、アドバイザーの設置等

工程表の政策目標(指標) 地域資源を活用したまちづくり実施地区数の増:55地区 CH24)→71地区 CH26)
景観行政団体(市町村)数の増:4団体 CH24)→5団体 CH26)

事業内容の説明

事業の目的・概要

景観審議会の運営など景観行政に関する事務等を行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 内 n廿~ 金額

景観審議会の運営 -景観形成条例に基づき、知事の諮問に応じて、景観形成に

関する事項について審議する。 536 
景観形成巡視員の設置、 -景観形成条例に基づき、条例に違反する無届行為の発見・

研修 通報等を行う巡視員を各市町村に配置し、巡視活動を行う。 703 
景観アドバイザーの設 -景観に関して高い識見を有する者を景観アドバイザーとし

置、派遣 て配置し、公共事業に係る景観評価などを実施する。 824 
景観行政市町村職員担 -市町村担当職員等を対象として、景観まちづくりに実績を

当者研修会等 あげている市町村の講演、意見交換会を開催する。 150 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2項企画費

2目 計画調査費

景観まちづくり課拘線 7363)→事業実施:住まいまちづくり課

(単位:千円)

事業名 本 年 度 前年度 比較
sj 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(手数料)

屋外広告物行政費 384 517 ムL33 384 

トータルコスト 10， 445千円 (前年度 10，050千円) [正職員:1.3人]

主な業務内容 審議会の運営、講習会の開催、屋外広告物制度の普及啓発、違反広告物対策 等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明
、

事業の目的・概要

屋外広告物審議会の運営など屋外広告物行政に関する事務を行う。

2 主な事業内容 (単位・千円)

区 分 内 n廿旬 金額

屋外広告物審議会の運 -屋外広告物条例に基づき、知事の諮問に応じて、屋外広告

営 物の設置許可基準その他の重要事項について審議 278 
屋外広告物講習会の開 -屋外広告物条例に基づき、広告物の設置に関し必要な知識

(崖 を屋外広告業者に修得してもらうための講習会を開催 42 
屋外広告物制度の普及 -県内の規制状況など制度について広く情報提供を行うとと

34 I 啓発 もに、実務を担う市町村職員に必要な知識の習得を図る

違反広告物対策 -市町村等と連携を図り、屋外広告物に関する現状やー ズ
を把握するとともに、効果的な違反広告物対策を検討する 30 

管理運営事業(計画 4，424 8， 119 L'，，3， 695 4， 424 
調査費)

トータルコスト 7， 520千円 (前年度 13，680千円) [正職員:0.4人]

主な業務 内容 管理運営

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

課内、各地方機関及び各種関係機関への連絡・調整及び実施事業に要する事務的経費
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8款土木費
l項土木管理費
4目 建築指導費

事業名

住宅・建築物耐震化

性努警ト
主な業務内i
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

備考

大規模な地震の発生に備え、住宅・建築物の地震に対する安全性の向上を促進するため、耐震診断
から改修に要する費用の一部を助成するとともに、 I耐震対策に必要な人材の育成その他、県民が安心
して耐震化に取組むことが出来る環境の総合的な整備等を行う。

2 主な事業内容
(1)震災に強いまちづくり促進事業[拡充J 185.261千円

昭和56年5月31日以前に建築された住宅・建築物の耐震診断、補強設計、耐震改修の費用の一部
を助成する。また耐震改修促進法の改正(平成25年11月初日施行)により耐震診断が義務付けられる
民間の大規模建築物等の補助制度を国の制度拡充にあわせて拡充する。

※不特定多数大規模建築物、避難路沿道建築物、防災拠点等建築物の補助制度は平成27年度まで。
※別途固による面積当たり単価の上限有り。

(2 )応急危険度判定士育成事業 1. 742千円
大規模地震等に被災建築物の危険度を判定する応急危険度判定士の育成のため、技術講習会、実

地訓練を実施する。

(3 )耐震化支援環境整備事業 2. 188千円
県民が安心して耐震化に取り組むととができる環境を整備するため、建築士を対象に耐震化講習

会を実施する団体に経費の一部を助成等する。

(4)がけ地近接等危険住宅移転事業 3. 930千円
がけ地付近に建築された危険住宅の移転費用の一部を助成する。

〔補助率〕国1/2、県1/4、市町村1/4

3 これまでの取組状況、改善点
・平成25年 6月議会及び11月議会において、耐震改修促進法改正に伴う耐震診断が義務化された不特
定多数大規模建築物の耐震診断費補助制度を創設。

・県民が安心して耐震化に取組む環境づくりのため、無料相談会や講習会の助成及び一定条件を満た
す木造住宅耐震化業者の登録制度を実施し、登録業者をホームページ等で公表している。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
8款土木費

1項土木管理費 住宅政策課(内線 :7391)→事業実施:住まいまちづくり課
4目 建築指導費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

C基金提入金)

備バリアフリー環境整 18，521 5， 960 12，561 18，521 
促進事業

ト タルコスト 23， 164千円 (前年度 10，726千円) [正職員:O. 6人]
主な業務内容 制度設計、周知説明、申請書の審査・補助金事務、固との調整
工程表の政策目標(指標)

【とっとり支え愛基金充当]
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
建築物又はその敷地における高齢者、障がい者等を取り巻く様々な障壁を解消するよう、バリアフ

1)ー整備に係る費用の一部を補助する。
また、平成26年度に本県で開催される「全国障がい者芸術・文化祭」を契機として、県外客等も

多く利用されることが想定される既存施設を対象に、障がい者団体等からも要望の多い「障がい者
用トイレ」、「出入口(自動ドア、スロープ)J、「車いす駐車場の屋根」について3年間の期間限定}で
事業者負担を軽減することにより整備の促進を図る。

2 主な事業内容
( 1 )バリアフリー環境整備促進事業 (500千円)

①補助対象者
民間建築物の所有者(市町村へ間接補助)

②補助対象建築物
民間の認定特定建築物のうち、商業系の用途に供しないもの

③補助対象経費
車いす使用者用駐車施設及び敷地内通路、出入口の自動扉又はこれらと一体となって整備され

④補る車いす使用者用便所等の整備に要する費用
助内容
補助率:国1/3、県1/日、市町村1/6、所有者1/3

(2 )鳥取県福祉のまちづくり推進事業(17， 461千円)
①補助対象者

民間建築物の所有者(市町村へ間接補助)
②補助対象建築物

民間の特定建築物のうち、条例で規制する面積規模未満のもの等
③補助対象経費

ア 車いす使用者用便所及び当該便所に至る経路の整備に要する費用
イ オストメイト対応設備の整備に要する費用
ウ エレベータ整備に要する費用
エ 出入口の自動扉及び敷地内通路、音声誘導装置の整備に要する費用
オ 車いす使用者用駐車場の整備

~補助内容
補助率:国1/4、県ア1/フ8、市町村が義1/務払所有者1/2

※法、条例でパリ リー化 付けられる既存建築物の車いす用トイレ整備・出入口整
備・車いす用駐車場整備については期間限定(平成26年度-28年度)で補助率を拡充。
補助率:国3/8、県1.5/8、市町村1.5/8、所有者2/8

3 これまでの取組状況、改善点
-平成23年度から、市町村に対する間接補助制度とするとともに社会資本整備総合交付金の基幹事業
及び効果促進事業を活用することとした。

-平成25年度時点で鳥取市、米子市、倉吉市、琴浦町の4市町が制度を創設済み。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

8款土木費

1項土木管理費 住宅政策課(内線 7391)→事業実施住まいまちづくり課

4目 建築指導費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

慣務負担行為 置務負担行為 償請負担行為

鳥取県津波避難施設

l 6，000) Il 6，000) Il 6， 000) 

整備促進事業 100 150 ム50 100 

トータルコスト 874千円 (前年度 944千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 説明周知、申請書の審査・基金事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的，概要

東日本大震災における津波による甚大な被害の発生を踏まえ、今後津波による被害が想定される

地域において津波避難施設を整備する市町村を支援する。

2 主な事業内容

0津波避難施設整備促進基金造成事業

(債務負担行為(平成27年度から平成36年度、総額6，000千円))

市町村が津波避難施設を指定するにあたり、施設の整備に要する経費の起債借入を行う場合に、

償還による負担を軽減するために行う基金造成に対し、財政的支援を行う。

※市町村は緊急防災・減災事業債を活用する。

(100%充当、 70%交付税措置(実質負担率30%)) 
-対象市町村 日本海沿岸の9市町村

-補助額基金造成に要する経費の額

(ただし当該年度事業費の15%相当額を限度とする。)

-補助の方法 10年間分割交付

(単位:千円)

整備項目 事業費上限 件数 事業費

津波避難タワ 建設 27， 830 27， 830 
屋外階段設置 3， 480 2 6， 960 
屋上等手摺設置 1. 790 2 3， 580 
自動解錠装置設置 830 2 1. 660 

合計 40， 030 
債務負担行為額(15%) 6， 000 

3 これまでの取組状況、改善点

-鳥取県地域防災計画(平成22年度)において、市町村による津波避難計画の策定等について規定。

-東日本大震災で、想定を超える大津波により甚大な被害が発生した状況を踏まえ、鳥取県津波

対策検討委員会において、津波の高さ、浸水区域等の想定及び津波対策の検討が行われた.

. r津波防災地域づくりに関する法律」に基づく津波想定が設定されるまでの問、検討委員会の浸

水予測を「暫定的な予測」と位置付けて津波避難施設整備の検討を市町村に働き掛けた。

-平成24年度に津波避難施設整備のあり方について沿岸市町村と意見交換し、「鳥取県津波避難ビ

ル指定ガイドライン」を策定した。
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8款土木費

l項土木管理費

4目 建築指導費

事業名

空き家対策支援事業

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

住宅政策課(内線 739 1)→事業実施:住まいまちづくり課

(単位:千円)

本 年 度 前年度 比較
l!t 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

10， 000 10， 000 10，000 

12，322千円 (前年度 13，972千円) [正職員:0.3人]

制度説明、申請書の審査・補助金の支払い

中心市街地や山間部を問わず県内各所において空き家の老朽化や放置による環境悪化等の問題が顕

在化しつつあることから、利活用を含めた早期対策を講じるため、空き家の実態調査及び利活用や除

却等に取り組む市町村を支援するとともに、空き家の再生を含めた県内の中古住宅流通を促す環境を

整える。

2 主な事業内容

(1 ) 空き家等実態調査支援事業

市町村が空き家対策の一環占して、地域の老朽家屋・空き家の実態調査、地図情報等のデータ

ベース化等に取り組む場合、調査等に要する経費の一部を支援する。

対象経費:現地調査費、地図情報等作成費 (GIS化、 DB化)、報告書作成費

-補助率:各市町村負担経費の112、限度額:100万円

-補助対象・ 5市町x100万円=500万円

(2) 空き家活用等計画支援事業

市町村が実態調査に基づき、空き家の再生・除却、除却後の空き地の再利用等に取り組む場合、

測量、設計費の一部を支援する。

対象経費:委託費(測量費、設計費等)

-補助率:各市町村負担経費の112、限度額:100万円

-補助対象:5市町x100万円=500万円

3 これまでの取組状況、改善点

-平成24年12月に庁内関係課と市町村で構成する f)鳥取県空き家対策協議会Jを設置した。

(平成25年7月に第 2回協議会を開催)

-協議会設置以降、現在までに3市町で空き家適正管理条例が制定された。平成26年4月にはさら

に6市町が制定を予定している。

停剣噌

宅地建物取引業者指 1， 063 741 322 1， 063 
導費

トータルコスト 8， 802千円 (前年度 8，685千円) [正職員:1.仏、]

主な業務内容 宅地建物取引業者免許等交付、指導・立入検査及び処分に関する事務等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

宅地建物取引業者の指導及び宅地建物取引主任者の資格登録業務等に要する経費。

-91-



平成26年度一般会計当初予算説明資料

8款土木費

l項土木管理費

4目建築指導費

住宅政策課(内線:739 1)→事業実施.住まいまちづくり課

(単位:千円)

事業名 本年度 前 年 度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

(手数料)

建築指導費 7，320 7，353 ム33 122 7， 198 

トータルコスト 76， 197千円(前年度 78，055千円) [正職員:8.9人l
主な業務内容 指導監督、許認可事務

工程表町政貫目標(指明

事業内容の説明

事業の目的概要

安全安心なまちづくり、良質な建築物の整備を促進するため、建築基準法に基づく許認可事務等を

行う。

2 主な事業内容
建築基準法及び建築士法等に基づく建築指導行政の執行

0建築基準法(昭和25年法律第201号)に係る事務

建築確認及び完了検査に係る事務

建築許可及び認可に係る事務

構造計算適合性判定に係る事務

既存建築物の違反対策に係る事務

特殊建築物及び建築設備の定期報告に係る事務

アスベス!ト使用建築物の調査

建築審査会に係る事務

道路位置の指定及び改廃に係る事務

災害危険区域に係る事務

建築動態統計調査及び建築物等実態調査

し尿浄化槽に係る事務

0建築士法(昭和25年法律第202号)に係る事務

二級・木造建築士試験に係る事務

建築士事務所の業務実績報告の受付及び閲覧に係る事務

建築士審査会に係る事務

0建築物の耐震改修の促進に関する法律(耐震改修促進法) (平成7年法律第123号)に係る事務

建築物の耐震改修の計画の認定に係る事務

0エネルギーの使用の合理化に関する法律(省エネ法) (昭和54年法律第49号)に係る事務

建築物の省エネルギーに関する指導助言

エネルギー使用の効率化に係る届出に係る事務

0都市の低炭素化の促進に関する法律(低炭素法) (平成24年法律第84号)に係る事務

低炭素建築物等新築計画等の認定に係る事務

事業費 7， 320千円

《内訳》

建築基準法に関する事務 6， 879千円

建築士法に関する事務 149千円

標準事務費 292千円
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
8款土木費

1項土木管理費
4日建築指導

事業名

伝統建築技能者団体 I ， 100 1. ， 100 
活動支援事業
トータルコスト I 4. 874千円(前年度 4.894千円)
主な業務内容 i周知説明、補助金事務
工程表の政策目標(指標)I 

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

2 

木造建築に携わる建築大工、左官、板金及び建具技能士の伝統技能の継承、振興及び技能の向上を
推進するため、各団体が実施する研修、競技大会への参加及び展示会等の活動を支援する。

また、鎮絵、なまこ壁の普及啓発及び情報発信を推進するために組織される民間団体の活動に対
し支援を行う。

1/2 

10/10 

補助対象者 対象事業(上表に対応) 限度額
建築大工技能士による団体(1団体) (1) (2) (3) 1 000千円

1， 000千円
左宮技能士による団体(1団体) (1) (2) (3) (4) (うち500千円は

(4)に係るもの)
その他の技能士による団体 (3団体) (1) (2) (3) 500千円
鎮絵、なまこ壁に係る活動を行う民間団体 (2団体) (5) 300千円 1

3 これまでの取組状況、改善点
・平成18年度より木造建築に携わる建築大工、左官、板金及び建具の技能士団体の活動に対し支援。
・平成23年度から、鎮絵、なまこ墜に関する事業に使途を限定した上で、左官技能士による団体に
対する限度額を500千円上乗せ。また、競技大会又は研修の開催等の個人の資質向上に繋がる経
費に対する補助率を10/10から112に変更。

・平成24年度から、これまで県が行っていた鑓絵、なまこ壁に関する情報発信を、民間団体等の行
う活動に対する支援へと移行することとし、情報発信活動支援のメニューを新設。

・平成24年度の全国技能五輪において、本県から銀賞の受賞者が生まれるなど技能者の育成に寄与0

・伝統技能に携わる技能士の減少及び高齢化が進み、また、木造建築の仕事が年を追うごとに減少
しており、継続的な支援が必要。

・平成25年度は、左官/建具/建築大工の技能3団体による全国大会が、いずれも県内で初開催さ
れ、各国体とも会員の力を結集して大会を成功させ、業界の活性化に対する機運が盛り上がった。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
8款土木費

1項土木管 理費 住宅政策課(内線 :7391)→事業実施:住まいまちづくり課

4目 建築指導費 (単位:千円)

事業名 本 年 度 前年度 比較 u 源 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他 般財源

吹支付援ア事スベスト撤去 11， 435 16， 248 ム4，813 11， 435 
等業
トータルコスト 14. 531千円 (前年度 19，426千円) [正職員:0.4入]
主な業務内容 制度設計、周知説明、申請書の審査・補助金事務、国との調整
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
吹付アスベストの除去工事等に要する経費の一部を支援するととにより、県民の健康被害の防止

及び生活環境の保全を図る。

2 主な事業内容
アスベスト撤去支援事業
( 1 )補助対象者

民間建築物の所有者(市町村への間接補助)
(2 )補助対象建築物

吹付アスベスト等が施工されている建築物(除去等について他の補助を受けていないもの)
(3)補助対象経費

吹付アスベスト等の除去等(除去、封じ込め、固い込み及び建物除却)の費用
(建築物の除却にあってはアスベスト対策費用相当額)

(4 )補助内容
補助率・国1/3、県3/12、市町村1/12、所有者1/3
補助対象事業費上限:20， 000千円以内で市町村が定める額

3 これまでの取組状況、改善点
-吹付アスベストの除去等の助成実績(平成18年度からの実績): 53棟
※吹付アスベストの含有調査については、国が全額補助を実施(上限は、原則250千円)

-市町村による制度創設を働きかけ、 11市町が制度創設済。

8款土木費. 
5項都市計画 費 景観まちづくり課(内線 7387)→事業実施:住まいまちづくり課

ム~ 口 ''''1''1-1'比.=.<，，""、'U.J (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 J原 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

l手数料)
都市計画費 605 605 。 605 

ト タル コスト 8，343千円 (前年度 7.090千円) [正職員:1. 0人]
主な業務内 容 開発審査会の運営等
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
開発行為の審査など民間関発事業の指導を行う。

2 主な事業内容
開発審査会の運営等
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8款土木費
6項住宅費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

住宅政策課(内線 :7411)→事業実施:住まいまちづくり課
]管理費.】 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 ー源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

(使用料)

県営住宅維持管理費 415.629 411.701 3. 928 413.480 
(雑入)

2. 149 
ト タルコスト 497. 662千円(前年度 495.907千円) [正職員 :.10.6人非常勤職員:7.0人]
主な業務内容 県営住宅の維持管理、修繕、家賃事務等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・慨要
県営住宅 108団地 3，997戸(平成26年4月1日見込)を適正に維持管理するため、施設の修

繕、家賃の徴収等を行う。
区分 団地数 戸数 備考

公社管理代行分 63 3. 373 
市町管理代行分 45 624 12市町が管理

言十 1 08 3 997 

2 主な事業内容
( 1 )市町への管理委託 (21.858千円)

公営住宅法に基づくに管関理す代る行事制項度をにより、入居決定、同居・入居承継承認等県営住宅の管理に係
る事務(家賃決定等 除く。)を市町へ委託し、併せて家賃徴収事務の委託も行う。

(2 )家賃・駐車場使用料の徴収事務 (33.308千円)
-家賃計算及び収納管理に係る電算処理業務の委託を行う。
-未収家賃等の早期回収のため家賃納付指導員 6名による納付指導の徹底を図る。
-過年度分未収家賃等の回収強化のため弁護士事務所へ回収業務を委託する。
-長期・高額滞納者^'の法的措置(住宅明渡し等請求訴訟)を実施する。

(3)県営住宅施設の維持修繕等 (218.186千円)
県営住宅施設を適切に維持していくために必要な設備点検、修繕工事等を行う。

(4)県営住宅の維持管理に必要な負担金 (85.170千円)
-固有資産等所在市町村交付金
-下水道・集落排水等負担金

(5 )住宅管理人に係る経費(12.468命千円)
入居者の中から住宅管理人を任 し、住宅及び共同施設の管理業務を補佐させる。

(6)水道料金使用料等徴収事務 (44.639千円)
直結給水方式が認められた西部地区の県営住宅における入居者の負担軽減を図るため、水道事業

者等からの請求により県がまとめて料金を支払い、民間団体に委託して入居者から個別に料金を徴
収する。

鳥取県住宅供給公社 720 731 ム11 720 
運営費
ト タルコスト 1. 494千円(前年度1.525千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 公社指導・監督及び負担金事務
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

地方公務員等共済組合法に基づく鳥取県住宅供給公社職員に対する共済組合の地方公共団体負担金。

F
h
d
 

nwu 



平成26年度一般会計当初予算説明資料
8款土木費 1

6項住宅費 住宅政策課(内線 :7411)→事業実施住まいまちづくり課
l目住宅管理費 (単位:千円)

事業名 本 年 度 前 年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

県営住宅管理効率化
!?f初 F諮問

l開(使用制料)

事業 185， 690 180， 548 5. 142 185， 690 

ト タJレコスト 186， 464千円 (前年度181， 342千円)_[正職員・ O.1人]
主な業務内容 県住宅供給公社への住宅管理事務(入居等の受付、修繕ほか)の委託
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
県営住宅の効率的な管理体制の構築を図るため、県が管理する63団地、 3，373戸について、住宅供

給公社にその管理事務及び家賃等の収納事務の一部を委託する。

2 主な事業内容
( 1 )委託期間

5年間(平成26年4月から平成31年3月まで)
(2 )委託業務の内容

入居者の公募、選考及び決定、同居及び入居承継の承認、修繕など県営住宅管理に係る業務。

被災者向け民間賃貸 888 1， 524 ム636 888 
住宅借上げ事業
ト タルコスト 1， 662千円 (前年度 2，318千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 民間賃貸住宅の借上げ
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故の影響により本県へ避難した世帯を支援する

ため、県が借上げることとした民間賃貸住宅の家賃。

2 事業内容
借上げ民間賃貸住宅の家賃の支払

対象世帯 2世帯 12か月分

、

管理運営事業(住宅 38， 406 39， 115 ム709 38， 406 
管理費)
ト タJレコスト 38.406千円 (前年度 39，115千円) [正職員:O. 0人]
主な業務内容 課内・地方機関及び関係機関との連絡・調整
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

課内、各地方機関及び各種関係機関への連絡・調整及び実施事業に要する事務的経費
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
8款土木費
6項 l 住宅費 景観まちづくり課(内線:7390)→事業実施:住まいまちづくり課
1目住宅管理費 (単位・千円)

事業名 本年度 前年度 比較 M 源 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他一般財源

とっとりの美しい街 6， 990 6， 338 652 6， 990 
なみづくり事業
ト タルコスト 8. 538千円(前年度 7.927千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 周知説明、補助金事務
工程表の政策目標(指槻 地域資源を活用したまちづくり実施地区数の摺:55地区<H24)→71地区 (H26)

事業内容の説明

事業の目的・概要
とっとりの美しい街なみ整備を促進するため、街なみ整備・修景等を実施する所有者1:::対して経費

を助成する。

2 主な事業内容
鳥取県街なみ環境整備等促進事業

街なみや景観の保全にかかる国庫補助事業を市町村が実施する場合において、事業を促進する観
点から、所有者が負担する費用の一部について助成する。

補助率 県 1/9 (市町村を通じた間接補助)、国 1/3、市町村 1/3、所有者2/9

対象国庫 街なみ環境整備促進事業
補助事業 (地域住民による「まちづくり協定」に基づき、街なみ環境整備事業が実施される

場合に、当該事業で実施する事業のうち、民間の修景事業)

実施見込 4市町:2 8件(前年度実績 4市町:3 5件)

まちづ、くり推進事業 220 405 ム185 200 20 
連絡調整費
ト タルコスト 6. 411千円(前年度 9，938千円) [正職員:0.8人]
主な業務 内容 周知説明、補助金事務、固との調整
工程表の政策目標(指関

事業内容の説明

事業の目的・概要
市町村等が実施する次の国補助事業の適正かつ円滑な進捗を図るため、市町村等と協議等を行う。
( 1 )街なみ環境整備事業
(2 )都市再生整備計画事業(旧まちづくり交付金)

f 

2 主な事業内容 ， 

補助申請書類などの審査、実施検査等
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8款土木費
6項住宅費
2目住宅建設費

事業名 |本年

公営住宅整備事

茎
トータJレコスト

工担華町政賢目車 産) I一

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

県負担額
704.816 

昭和50年代以前に建設され老朽化した県営住宅(約1.700戸)のうち全面的な改善が適当と判断さ
れた住棟については、公的資産の有効活用及び環境配慮の観点から順次、長寿命化を図ることとし、
トータルリモデルを実施する。
また、住棟型式等から全面的な改善が適さない住棟については、エコ改善(断熱・省エネ改修等)

または、個別の修繕を実施する。
この他、住棟の屋根・屋上に太陽光発電設備を設置し、自然エネルギーの利用推進、二酸化炭素の

排出削減を図る。

2 主な事業内容
( 1 ) 

医工事(上粟島団地12-1棟)
・給排水改修工事(倉田団地、官益団地60戸分風呂釜等取替)
・バリアフリー改修工事(上福原第l団地車いす対応住戸改修 1戸、緑町第l団地集会所、東浜団
地集会所、末恒第 1団地集会所、吉成東団地集会所(設計)) 

3 これまでの取組状況、改善点
・平成17年度から地域住宅交付金(平成22年度から社会資本整備交付金に移行)により、鳥取県地
域住宅計画(H17~22) に沿って整備・改修事業を実施している。
-平成23年度からの地域住宅計画 E期(H23~27) では、全面的改善時の一層のコスト縮減及び
エコ改修(モデル事業)の手法によるエコ改善事業に取り組んでいる。

・また、平成25年度から県営住宅屋上への太陽光発電設備の設置に取り組んでいる。

I盃了志覆葱の上麗-(-)書きIま支存扇措置葱を孫(，l7こ金舗である。
県負担額は起債欄の( )書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
8款土木費
6項住宅費 住宅政策課(内線:7408)→事業実施:住まいまちづくり課

】】 山]建設費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較 ~t 源 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他 般財源

(新)
とっとり住まいる 304， 650 304， 650 125，950 178， 700 
支援事業
トータルコスト 316，259千円 (前年度 O千円) [正職員:1.5人]
主な業務内容 申請書等の審査、補助金交付決定、中間確認・完成検査、補助金の支払い

工程表の政策目標脂欄

事業内容の説明

1 事業の目的き・概上要げ
消費税率引 による住りを宅幅需広要くの支腰援折れ防止と関連産業の下支えを目的として、県内業者等を活

用した、県民の住まいづく する。

2 主な事業内容
(1)支援事業の内容

ア 住宅の新築に対する助成
県内事業者により木造一戸建住宅を新築する場合、基本支援として定額5万円の助成を行う。
さらに一定量以上の県産材を活用した場合については上乗せの支援項目を設け、 1戸あたり

最大95万円の助成を行う。

イ 0住.3宅dの以改上修の等県に産対材すをる活助用成して既存の住宅の改修等を行う場合、県産材に係の使用状況に応じた助

成を行う。また県産規格材の活用に係る要件及び伝統的な技術の活用 る要件を満たすもの
に対しては上乗せの助成を行い、 1戸あたり最大45万円の助成を行う。

区分 助成内容 予算額
基本支援 県内業者により木造 戸建住宅を新築する場合、 l?につき 5 45， 000千円

万円を助成 (900戸)
県産材を10nf以上使用した木造 戸建住宅の場合、以下の要件を満たせば上乗せ助成を行う

l 新 県産材活用 10nf以上の県産材を使用する場合、 lF'につき45万円(定額)を 144， 000千円
築 支援 助成 (320戸

子育て世帯 住宅を新築する世帯が子育て世帯等に該当する場合、 l戸につ 32， 000千円
等支援 き10万円(定額)を助成 320戸)
伝統技術 次のうち 2種以上の伝統技術を活用する場合、 1戸につき20万 20， 000千円
活用支援 円(定額)を助成 (100戸)

(手刻み/下見板張/左官仕上/日本瓦葺/木製建具)
県産規格材 県産規格材使用 lnfあたり 1万円を助成(上限15万円) 45， 000千円
活用支援 (300戸)
県産材活用 県産材使用 lnfあたり 2万円を助成(上限20万円) 15， 550千円

改 支援 県産規格材使用 1nfあたり 1万円を助成(上限10万円) (65戸)

修 伝統技術 次のうち 2種以上の伝統技術を活用する場合、施工面積に応じ 1， 500千円
活用支援 て最大15万円を助成(大エ技能/左官技能/建具技能) (10戸)

ウ 工務庖等に対する助成
本助成事業の利用実績がある企業(工務庖、設計事務所等) 3社以上が連携し消費者への情

報提供を実施する場合、必要経費の一部について助成を行う。
※県施策の周知を併せて行うものに限る。

補助率:1/2 (上限切万円) 予算額:1， 500千円

3 これまでの取組状況
住宅取得者を幅広く支援するため、「環境にやさしい木の住まい助成事業」を全面的に見直し、よ

り利用しやすい新制度とした。

-99-



平成26年度一般会計当初予算説明資料

82， 507 

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
県産材の需要拡大等による環境保全及び地場産業の振興に資する木造住宅の建設を促進するため、

県産材及び伝統技術等を活用した住宅の建設等に対して助成を行う本事業について、平成25年度中に
交付決定し平成26年度に完成する住宅に係る債務負担行為分の予算を措置するもの。

持活用

冨夜在荷活用

改f1果産材活用
修

助成内容
県産材使用1mあたり2万円を助成(上限40万有)
JAS製材使用hrlあたり9千円を助成(上限18万円)
在来軸組構法による住宅で、次のうち 2種以上の伝統技術を活
用する場合、 1戸につき15万円を助成
(手刻み/下見板張/左官仕上/日本瓦葺/木製建具)

県産材使用 lrrfあたり 2万円を助成(上限20万円)
県産規格材使用 lrrfあたり 9千円を助成(上限9万円)

3 これまでの取組状況、改善点

需千円
山OF') 

6， 900千円
(46f平)

3， 033千円
Cl3F' ) 

・県産材活用に係る消費者の意識向上及び地域産業・伝統文化の振興等に継続して取り組み、県産
材利用の拡大・定着を推進した。

・平成26年度以降は「とっとり住まいる支援事業(新規)Jによって、引き続き支援を行う。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

(財産収入)

30， 445 

鳥取県被災者住宅再建支援条例(平成13年鳥取県条例第40号)に基づき、国の「被災者生活再建支
援制度」を補完し、被災者の住宅再建を支援することで、被災地域の力強い復興を促進し、もって地
域の維持と再生を図る。

2 主な事業内容
自然災害により、住宅に著しい被害を受けた地域における被災者に対して交付する支援金の財源に

充てるため、県と市町村が協調して被災者住宅再建支援基金を積立る。
なお、平成24年度で積立額が条例で目途としている20億円に到達したことから、平成25年度以降の

拠出を一旦停止し、基金運用による利息収入のみを積み立てる。

事業内容の説明

住宅金融支援機構の災害関連貸付に係る設計及び工事審査を受託するための経費。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
8款土木費
6項住宅資 住宅政策課(内線:7408)→事業実施:住まいまちづくり課

2目 住宅建設費 (単位:千円)

事業名 本年度 前 年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

鳥取県地域優良賃
貸住宅供給促進事 1，440 1，440 720 720 
業

トータルコスト 2， 988千円 (前年度 3，029千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 制度広報、関係機関連絡調整、事業実施状況管理、補助金交付事務
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
民間事業者による障がい者向け賃貸住宅(鳥取県地域優良賃貸住宅)の供給を支援し、民間資源

を活用した障がい者の居住安定・住環境向上を図ることにより、重層的な住宅セーフティネットの構
築を図る。

2 主な事業内容
県の認定を受けた鳥取県地域優良賃貸住宅を経営する民間事業者に対し、入居者の所得等に応じ

た家賃減額に要する費用の一部を助成する。
-対象戸数 3戸
-予算額 1， 440千円

3 これまでの取組状況、改善点
-平成21年度に建築関係者、不動産関係者、福祉関係者、学識経験者等を構成員とする鳥取県地
域優良賃貸住宅供給計画認定委員会を設置し、平成22年度にかけて整備対象地域及び住宅の整
備基準等を検討。

-平成22年度に供給計画の公募を行った結果、 3戸の供給を認定し、住戸のバリアフリー化等に
伴う改修事業を実施し、平成 23年度に完了。

-平成23年度から地域優良賃貸住宅の管理を行う事業者に対し家賃の減額助成と、市町村による
取組みを啓発している。

高齢者向け優良賃
貸住宅供給促進事 114，162 115， 487 ム1， 325 57， 080 57， 082 
業
トータルコスト 116.484千円 (前年度 117，870千円) [正職員 O. 3人]
主な業務内容 補助金交付事務、認定事業者への管理等の指導
工程表の政貫目標(指標)

事業内容の説明

知事が認定した高齢者向け優良賃貸住宅を管理している民間事業者に対し、家賃の一部助成を行う
ための経費。

-対象戸数 6団地 286戸
-予算額 114， 162千円

鳥取県住生活基本計 2， 700 10， 581 ム7，881 1， 350 1， 350 
画基礎データ作成事
業

ト タルコスト 3，474千円 (前年度 11.375千円) [正職員・ O.1人]
主な業務内容 委託発注業務、委託業務指導、関係先との連絡調整
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

今後の住宅政策実施の基礎資料として利用するため、平成25年度に実施した「鳥取県住生活総合調
査Jの調査結果の集計・分析を行う。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
8款土木費
6項住宅費 住宅政策課(内線:7408)→事業実施:住まいまちづくり課
2日 住宅建設費

事業名 量童比較 回顧轟本年度|前年度

鳥取県居住支援協議 18，19212，200 5， 992 4， 096 
会活動支援事業

トータルコスト 19:-740ギp:j(雨存度 3，789千円) [正職員:0.2人]
主な業務内容 I補助金制度設計、運用、居住支援協議会との調整等
工程表の政策目標(指標) 1-

[eヲE万支え愛基金元亘1
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
住宅確保に配慮を要する高齢者、障がい者等(以下「住宅確保要配慮者」という。)の住生活の安

定と向上を図るため、民間賃貸住宅の有効活用に係る基盤整備を行うことにより、地域の実情に応
じた重層的な住宅セーフティネットの構築を推進する。

2 主な事業内容
鳥取県居住支援協議会2孟塾立係る経費の一部を支援する。

区分 内 n令句ヨー

事業主体 鳥取県居住支援協議会
繍助金額 8. 192千円
補 助 率 10/10 (国 1/2、県 1/4、4市 1/4)
補助対象経費 0協議会事務局に係る人件係費、旅費及び事務所費

0あんしん賃貸相談員に る人件費及び旅費等
0会議、セミナ一等の開催に係る経費
0普及啓発及び広報に係る経費

主たる事業(あんしん賃貸支援事業)の内容

(1)あんしん賃貸住宅、協力不動産庖及ひ支援団体の登録
0住宅確保要配慮者の入居を拒否しない民間賃貸住宅及び事業に協力する不動産応、支援団
体を主主録し、協議会会員その他関係団体との連携により広〈情報提供。

0登録された協力不動産庖が住宅確保要配慮者の入居相談に応じ、あんしん賃貸住宅への円
滑な入居を支援。

(2 )あんしん賃貸支援事業相談員の配置
0協議会会員である(公社)鳥取県宅地建物取引業協会が東・中部で l名、西部で 1名、計2

名の専任相談員を配置。
0事業の一元的窓口として相談・問合せ等に応じるほか、入居に係る連絡調整、関係者への
協力要請等により、制度の普及定着及び住宅確保要配慮者の円滑入居を包括的に推進。

3 これまでの取組状況・改善点
・平成21年度に(公社)鳥取県宅地建物取引業協会及び(公社)全日本不動産協会鳥取県本部と協力
協定を締結し、住宅確保要配慮者の居住の安定確保に向け、不動産業界と協力して取り組んで
いく体制を整備した。

-平成21年より、専任相談員を(公社)鳥取県宅地建物取引業協会への委託により配置。(平成23
年度まで、東・中.j!!i各地域に 1名を配置。平成24年度より、東・中部を 1名が兼務。)

・平成24年11月には、住宅セーフテイネット法に基づく鳥取県居住支援協議会を、県・市町村、
居住支援団体、不動産団体により設立。関係者間で情報を共有し、課題を協議する体制を整備。
また、平成25年度からあんしん賃貸支援事業の実施主体を当該協議会に移行。

-あんしん賃貸支援事業の登録制度については、平成25年12月時点で協力不動産府58底、あんし
ん賃貸住宅104棟(1， 021戸)が登録。
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前年度|比較

17.438 11. 401 5.874 

事業内容の説明

地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律による貸付金及び、地方債の償還
期限延長に伴う市町村の財政負担の増を軽減するための補助に要する経費。

区分

償還推進助成事業費

覆蓬荏歪童豆董
合計

事業内容の説明

予算額 l 内 容

17.347千円|・償還業務に要する費用等の財政負担軽減
-償還業務費等の3/4(国2/3、県113)

9l千円ト市町村の徴収業務の向上を図るための研修会の費用
17. 438千円 1

県民の持家建設促進等のため県と金融機関との協調融資の借入残高に対する預託を行うための経費。
(継続分のみ)平成26年度予定残高・ 33.185千円、貸付件数・ 83件

融資対象 | 貸付利率 | 融資限度額 | 返済期間

公庫融資だけでは資金が不足|公庫基準金刑l 新築・購入:400万円|新築・購入:20年以内
する者でバリアフリータイプ I+0.5% I改良 : 200万円|改良 : 10年以内
の住宅を建設・改良する者

事業内容の説明

鳥取県西部地震による被災住宅の建替等に係る住宅融資を受ける者に対し、金融機関と協調して上
乗せ融資を行うための経費。(継続分のみ)平成26年度予定残高:16. 116千円、貸付件数:12件

対象者 |公庫等から住宅資金を借受けた者であって住宅資金の不足する者
貸付限度額| ・建設 400万円 (20年償還、据置なし)

-補修 200万円(10年償還、据置なし)
蚕荷詞率 I 2.1% 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
B款土木費
6項住宅費 住宅政策課(内線:7398)→事業実施:住まいまちづくり課

2目 住宅建設費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較 M 源 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他 般財源

鳥取エコハウス推進 1， 180 1， 213 ム 33 590 590 
事業
ト タルコスト 1， 954千円 (前年度1， 213千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 鳥取エコハウスの普及推進
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
県産材を多用し、本県の気候・風土に適した住宅として開発した鳥取県型環境配慮住宅(鳥取エコ

ハウス)の普及を図り、環境負荷の低減に西日慮した住宅づくりを推進する。

2 主な事業内容
鳥取エコハウス推進協議会が取り組む鳥取県型環境配慮住宅の普及、販売に向けた活動に対して

支援を行う。
(単位.千円)

項 目 予算 内 R噌ヨ旬‘ 

フェア展示に係る経費 1， 180 プロダクト住宅を体感できるモデルル ム(組立移
(委託料) 動式)の展示を鳥取エコハウス推進協議会に委託するロ

3 これまでの取組状況、改善点
-平成21年度に鳥取エコハウス研究会を設置し、鳥取ヱコハウスの目指すべき家、基本的なルール、
県産材の規格化について平成22年度にかけて検討。

-平成23年度に林業者、製材業者、設計者、工務庖など住まいづくりに関わる川上から川下までの
事業者で構成する鳥取エコハウス推進協議会を設立。

-当協議会において、鳥取エコハウスを具現化し、主な住宅取得者層である30代に訴求するプロ
ダクト住宅の設計、開発、供給体制の構築及び鳥取エコハウスを含む木造住宅向けの県産材規格
材の開発、販売体制の整備に取り組んだ。

-平成24年度にはプロダクト住宅を体感できるモデルルーム(組立移動式)を製作し、以降県内で
開催される木の住まいフェアなどでPRするとともに、農林部局と連携し家具などの地場産業者
の産品を展示している。

-平成25年9月に開催した部会での検討で、部会の改編を行い、基準等の整備、県産材供給体制の
検討、広報宣伝の実施等について、より一層取り組みを強化することとしている。

鳥取県木造住宅生産 3.000 3， 000 。1， 500 1， 500 
者団体活動支援事業
ト タjレコスト 3. 774千円 (前年度 3.794千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 補助金交付事務、団体の活動に対する指導、育成
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
地域の風土に根ざした木造住宅に関する技能・伝統・文化を次世代にひき継ぐため、大手住宅メー

カーに比べ商品力・営業力の弱い県内の木造住宅に係る生産者団体の活動を支援し、企画力の向上を
図るとともに、県民に広〈木造住宅の魅力を伝えることにより、県産材の需要拡大を図る。

2 主な事業内容
木造住宅の建設に携わる者の組織する団体が行う木造住宅の普及及び県産材の需要拡大、伝統技術

の普及継承、県民の住文化の向上等の目的に合致する取組みに対して助成する。
(補助率 1/2) 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
B款土木費
6項住宅費 住宅政策課(内線:7398)→事業実施:住まいまちづくり課

2日住宅建設費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

「とっとり匠の技」
活用リモデル助成事 1， 500 1， 563 ム63 750 750 
業
ト タルコスト 3. 048千円 (前年度 3，152千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 申請書等の審査、補助金交付決定、中間確認・完成検査、補助金の支払い
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的E概要
伝統的な木造建築物の維持保全に携わる建築大工、左官及び建具技能士の伝統技能を活用した

建物の改修等を支援することで、職人技の活用の場を創出し、伝統技能の継承及び空き家・空き
庖舗など既存ストックの有効利用を促進する。

2 主な事業内容
伝統技能を活用した建築物(住宅を除<)の改修、模様替えに係る経費の一部を助成する。
0助成要件:施設内の床面積が 7rri以上の改修又は外部の改修を一級又は一級の技能士が

伝統技能のうち 2種以上を活用して施工するもの。
ただし、各要件に規定する面積の2倍以上の改修を行う場合はl種。

0補助率:1/2 
0補助額:伝統技能のうち 2種(1種)以上の活用に係る経費(上限500千円)
0補助対象項目及び補助単価

補助対象項目 補助単価
大工技能 県産材を使用して見付け面積で10rri以上下見板張りとし

外部 例墜・羽目板) たもの 13千円/rri
左官技能
俳壁・漆喰)
左官技能
(塀)
大工技能

内部 (室内造作)
を官技能
(漆喰)
建具技能

廃止事業

舞等下地の上に湿式工法により 10rri以上仕上げるもの

湿式工法によりブロック塀等を見付け面積で10rri以上仕
上げるもの
県げ産材を使用して内部造作を見付け面積で 7rri以上仕上

るもの
小舞等下地の上に湿式工法により 7rri以上仕上げるもの

県内に本拠地を置く建具業者が作成した木製建具を見付
け面積で 3rri以上使用するもの

0I 2叶ム川
。 7川山2
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
2款総務費
2項企画費 景観まちづくり諜(内線:7372)→事業実施:県土整備部技術企画課

4目土地対策費 一一一一一一一一_(単位:千円)
~t 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

l手数料)
土地対策費 (13， 372) (14， 885) (ム1， 513) (12) (13， 360) 

ト タルコスト 21.111千円(前年度 22，829千円) [正職員 1.0人]
主な業務 内容 届出書・協議書の審査、調査、国との調整
工程表の政策目標指繍
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
国土利用計画法等に基づく適正かっ合理的な主地利用対策を推進する。

2 主な事業内容
基準地価格の調査、土地取引の届出審~査等

8款土木費
5項都市計 画費 景観まちづくり課(内線:7387)→事業実施:県土整備部技術企画課

1目 都市計画総務費 (単位:千円)
Rオ 源 内 訳

事業名 本 年 度 前年度 比較 備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

都市計画費 (25，963) (35， 696) (ム9，733) (25， 963) 

ト タルコスト 37. 572千円(前年度 45，099千円) [正職員・1.5人]
主な業務 内容 都市計画審議会等の開催、都市計画基礎調査
工程表の政策目標(指標)
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
都市計画審議会の運営など都市計画に関する事務を行う。

2 主な事業内容
(1)都市計画審議会の運営 1， 340千円
(2)都市計画基礎調査 19， 872千円
(3 )都市計画協会等負担金 327千円
(4)事務費 4， 424千円
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8款土木費
5項都市計画費

都市言t.日 1!:!.J1l1t:，.¥'JT.J.1司 (単位:千円 J

事業名 本年度 前年度 i 比較 自オ 源 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他 般財源

みんなで進める都市 (6. 100) (6. 097) (3) (6. 100) 
計画事業
トータ Jレコスト 31.639千円(前年度25.957千円) [正職員 3. 3人]
主な業務 内容 住民アンケ トの実施、住民説明資料作成、都市計画変更法定図書作成
工程表の政策目標(指標) 都市計画区域マスタ プフンの見直し
事業内容の説明

事業の目的・概要
現在の社会情勢に対応した適正な土地利用を図るため、都市計画区域における基礎調査の実施結果

1:基づき、地域住民の意見を踏まえた都市計画区域の再編、都市計画区域マスタープランの見直し検
討等を行う。

2 主な事業内容
-対象区域: 中部地区の都市計画区域(倉吉、三朝、東郷、羽合、北条、大栄、東伯、赤碕)
-実施内容:住民アンケートの実施、区域再編及びマスタープラン見直し検討

東伯及び赤碕都市計画区域の合併に係る都市計商変更法定図書作成

平成26年度一般会計当初予算説明資料

景観まちづくり課(内線:7387)→事業実施:県土整備部技術企画課

8款土木費
5項都市計画費
5目 土地区画整輝費

景観まちづくり課(内線 :7387)→事業実施:県土整備部技術企画課
(単位:千円)

事業名 本年度|前年度|川比較 hi一墨ι金 |J品E|そ0JAf九L|

川川…
l781千円(前年度3.885千円) r正職員:0.2人1
換地手続き、土地区画整理審議会開催

中一川米子駅前通り土地区
画整理再換地事業
トータ Jレコスト
主な業務内容
工程表の政策目標(指標)
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
米子駅前通り土地区画整理事業に係る換地処分取消判決を受けて、再換地(関係者2名)を行う。

2 主な事業内容
土地区画整理審議会の開催
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費

2項環境衛生 費 東部生活環境事務所(電話:0857-20-3676) 
4目 環境保全費<地方機関計上予算> (単位.千円)

事業名 本 年 度 前年度 比較
~t 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

わかさ氷ノ山自然ふ

れあいの里活性化事 1. 500 1. 500 1. 500 
業

トータルコスト 2， 274千円 (前年度 2，294千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 イベント支援、申請書の審査、支払い事務等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

氷ノ山後山那岐山固定公園をエリアに擁する「わかさ氷ノ山自然ふれあいの里」の活性化を図るため、

自然体験活動や夏山開き等四季おりおりの地域活性化事業を行うわかさ氷ノ山ふれあいの塁活性化協議

会に係る経費の一部を負担する。

2 主な事業内容

わかさ氷ノ山自然ふれあいの塁活性化協議会負担金:1. 500千円

(費用負担県1.500千円、若桜町1.500千円、地域団体1.640千円、その他555千円)

わかさ氷ノ山自然ふれあいの里活性化協議会では、平成 24年度には「氷ノ山一帯の地域経営在り方

ワーキンググループ」で兵庫県と連携した活性化の取り組みや韓国人観光客の誘客について話し合われ

た。平成25年度は、氷ノ山一帯の活性化の方向性・施策展開について鳥取・兵庫県合同で検討する組

織「氷ノ山グリーンエコリゾート推進協議会」を県が設置した。この協議会での検討内容を踏まえ、通

年型観光の拠点づくりや新たな魅力発信に繋がる取り組みを行う。

( 1 )自然環境啓発・地域活性化事業

氷ノ山を活用した圏域関係団体との連携事業

-夏山開き登山

-既存施設を利用した自然環境の保全・利活用の啓発や体験型イベント等の開催，

-エコツーリズム、スポーツツーリズムを主軸としたイベントの開催

(2 )調査研究事業

地域資源の保護・育成リーダーの養成や関西圏域からの集客に向けたニーズ調査

-先進地での地域おこしリーダーとの情報交換や視察

(3 )広報宣伝事業

従来の利用団体、新規利用者への集客に向けた営業活動

-広報チラシの作成、ホームページ、テレビCM、キャッチコピーなど広報宣伝活動

氷ノ山国定公園シカ 1. 419 1. 419 1. 419 
食害防止対策事業

トータルコスト 2，967千円 (前年度 3，008千円) [正職員:O. 2人]

主な業務内容 受託者との連絡調整、関係法令手続き

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

固定公園氷ノ山におけるシカの食害対策として、シカの個体数管理を行い、固定公園氷ゾ山の生

物多様性保全を図る。

2 主な事業内容

氷ノ山国定公園の中でもシカ食害が顕著である自然探勝路周辺の被害軽減を図るため、電気柵の

設置によりサンカヨウ群落を保全するととむに、くくりわな設置によりシカを捕獲・駆除する。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費

2項環境衛生費 西部総合事務所地域振興局(電話:0859-3H647) 
4目 環境保全費〈地方機関計上予算> . ， (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
st 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

大山駐車場利用向上 15， 203 264 14， 939 15， 203 
事業

トータルコスト 15， 977千円 (前年度1， 058千円)【正職員:O. 1人]
主な業務内容 修繕工事費・委託料の支払、関係団体との調整

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

県立大山駐車場の修繕及び及び融雪装置の'維持管理を行う。

2 主な事業内容

(単位:千円)

大山駐車場修繕工事

-工事費(駐車ライシ引、建物・照明・消火設備の修繕) 14，931 
-設計委託料

大山駐車場融雪装置保守点検委託料 272 
言十 15，203 

(参考)
大山駐車場の修繕については、平成24年度から 3年計画で進めている@

修繕年度 予算額(千円) 主 な 内 凶廿ー・

24 13， 950 エキスパンション部(建物接合部)破損修繕等

2 5 29， 136 屋上防水等[平成24年度2月補正(国経済対策)J
264 融雪装置保守点検委託
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費

2項環境衛生費 西部総合事務所生活環境局(電話:0859-31-9320) 
4白 環境保全費<地方機関計上予算> (単位:千円)

事業名 本 年 度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国胤支出金 起債 その他 一般財源

大山自然歴史館管理 31， 639 30， 975 664 31， 639 
運営費

トータルコスト 34， 735千円 (前年度34，153千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 委託業務の執行管理、指定管理者との連絡調整

I 程表町政荒目標(指揮)

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取県立大山自然歴史館の充実した施設運営を図るため、指定管理者による管理運営等を実施する。

2 主な事業内容 (単位.千円)

事業 予算額 内容

指定管理者.一般社団法人大山観光局

委託料 31， 639 指定期間・ 5年(平成24年4月1日~平成29年3月31日)

当初委託料総額 153， 800千円

変更後委託料総額‘・ 156，437千円

消費税率の引き上げに伴う変更協定を行う予定

(雑入)

大山自然歴史館等白 2， 525 2， 521 4 10 2， 515 
然保護事業

トータルコスト 5，621千円 (前年度5，699千円) [正職員:0.4人非常勤職員:1.0人]

主な業務内容 委託業務の執行管理、指定管理者との連絡調整

a査の政貫目lf.(指揮)

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取県立大山自然歴史館は、平成 24年度から指定管理者制度により運営している。

この指定管理者への指導・調整等の業務に対応するため非常勤職員を l名雇用する。

2 主な事業内容

大山自然歴史館との連絡調整業務、自然保護関係の業務、その他(発送作業、 DB入力、雑務等)

事業費 2， 525千円

報酬:2， 1 26千円、共済費:337千円

使用料及び賃借料(パソコンリース料): 6 2千円
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費

2項環境衛生費 西部総合事務所生活環境局(電話:0859-31-9320) 
4目 環境保全費<地方機関計上予算> (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
M 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(財産収入)

大山オオタカの森保 7. 373 1. 385 5. 988 1. 326 4. 182 1. 865 
全事業

トータルコスト 8. 147千円 (前年度2.179千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 管理委託契約事務、施設維持補修事務、関係機関との調整、許認可事務

工程表的政荒目1事(指揮)
事業内容の説明

事業の自的・概要

鳥取県立大山オオタカの森の保全に関する条例に基づき、県民との協働により豊かな自然環境を

貴重な財産として将来に継承するため、観察路の維持管理、営巣環境整備等を実施する。

2 主な事業内容

(単位:千円)
事業 予算額 l 内容

営巣環境整備 7. 137 アカマツ林の更新伐及び伐木の売却、松食い虫被害木の駆除

維持管理 236 観察路等の維持管理委託(草刈り等)

計 7. 373 
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平成26年度 当初予算歳入歳出事項別明細書(生活環境部]

(単位千円)

2款総務費

うち生活環境部

2項企画費 6項防災費

1目 2目 3目 l目

企画総務費 計画調査費 交通対策費 防災総務費

l報 酬 542，417 5，614 5，614 1，292 4，322 

2給 料 2，879，178 14，776 14，776 14，776 

3職員手当等 4，587，711 7，400 7，400 7，400 

4共済費 1，114，108 6，010 6，010 5，336 674 

5見書補輔費 500 

日思結及び追駿年金 22，591 

7宜 金 34，770 

8報慣費 281，995 1，735 1，735 1.675 60 

日旅 費 242，188 3，616 2，632 2，351 281 984 984 

費用弁慣 28，265 344 344 172 172 

普通旅費 164，285 2，345 1，361 1.252 109 984 984 

特別旅費 49，638 927 927 927 

10交際費 3，600 

11需用費 543，818 3，848 2.832 1，949 883 1;016 1，016 

12控務費 575，718 2，454 1，336 1，191 145 1，118 1，118 

13委託料 4，509，342 6，976 372 372 6，604 6，604 

14檀用料及び賃借料 653，372 707 707 488 219 

15工事請負費 1，058，555 132，657 132，657 132，657 

16原材料費

17公有財産購入費

18 i商品購入費 74，534 26，921 30 30 26，891 26，891 

19負担金，補助及び交付金 7，886，441 16，971 16，931 10，989 5，942 40 4目。

20扶助費

21貸付金

22補償，摘墳及び賠償金 2，000 

23憤週金，刺子Eび割引料 186，000 

24投資及び出資金

2S積立金 170，832 

26寄附金

27公課費 223 

28繰出金

予備費

百十 25，369，893 229，685 60，375 27，512 19，935 12，928 169，310 169，310 

酎 国庫支出金 1，722，091 169，3.JO 169，310 169，310 

顕 地 方 憤

内そ の 他 1，610，447 404 404 384 20 

訳 一般財源 22，037，355 59，971 59，971 27，512 19，551 12，908 
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平成26年度 当初予算歳入歳出事項別明細書(生活環境部}

13叡民生買

つ
11唄

対消7費策目者費支援

1報 酬 416，904 7，154 7，154 297 6，857 

2給 料 I';QQ  A?n 18，47日 18，470 18，470 

3職員手当帯 890，631 9，250 9，25日 9，250 

1
4共済費 612，998 7，622 7，622 7，622 

5災害補償費

I 6 

7賃 金 1，357 

8報償責 63，437 3，556 3，556 284 3，272 

9旅 費 68，579 3，133 3，133 555 2，578 

費用弁償 10，888 609 609 85 524 

普通旅費 37，491 1，799 1，799 285 1，514 

特別旅費 20，20口 725 725 185 540 

10交際費

11需用費 192，856 4，870 4，870 841 4，029 

12役務費 91，497 4，085 4，085 280 3，805 

13番託料 2，831，978 38，409 38，409 38，409 

14 82，255 1，794 1，794 22口 1，574 

15工事請負費 412，387 

16原甜料費

17公有財産脚入費

18備品隣入費 27，636 20 20 20 

19負担金 免.d.!i?A:竜丸自 42，807 42，807 10，476 32，331 

20扶助費 1，775，04' 

21貸付金 37，986 20( 200 20( 

22補償.檎繍及び賠償金

23償1 59 

24 

25積立金 1，4ヲ11 .1~ 18，116 18，116 18，116 

26寄附金 1，25日

27公課揖 81 

28繰出金 1，882 

予欄費

計 45，042，717 159，486 159，486 12，953 146，533 

l財 国庫支出金 4，518，882 18，000 18，000 18，000 

|源 地 方 慣 72，000 

|内 そ の 他 4，851，61日 48，410 48，410 6，798 41，612 

|訳 一般財源 35，600，225 93，076 93，076 6，155 86，921 
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平成26年度 当初予算歳入歳出事項別明細書(生活環境部}

(単位千円)

.n欽衛生費

っち生活環境部

l項公衆衛生費 2項環境衛生費

1目 3目 6目 1目

公務衆費衛生総 予防費 衛究生所環費境研 環務境費衛生総

l報 酬 157.211 66.446 18.301 12.259 6.042 48.145 

2給 料 1.459.130 746.188 125.596 125.596 325.072 325.072 

3職員手当等 787.952 379.620 63.647 63.647 167.703 167.703 

4共済費 547.916 278.987 48.246 45.356 1.927 963 124.021 117.392 

5災害補償責

6思給及び退職年金

7賃 金 7.083 

8報償責 43.925 9.384 171 36 135 9.213 

9旅 費 73.845 31.509 5.794 665 5.129 25.715 

費用 弁慣 10.572 6.032 328 225 103 5.704 

普通旅費 37.108 17.439 4.891 380 4.511 12.548 

特別旅費 26.165 8.038 575 60 515 7.463 

10交際費

11需用費 273.547 110.780 46.496 3.497 42.999 64.284 

12役務費 65.382 29.562 3.726 816 2.910 25.836 

13委話料 978.031 510.723 75.970 2.437 73.533 434.753 

14使用料及び賃借料 79.269 41.800 7.089 2.506 4.583 34.711 

15工事請負費 258.942 258.942 3.881 3.881 255.061 

16原材料費

11公有財産購入費

18備品購入費 76.543 65.926 12.762 12.762 53.164 

19負包金補助及び交付金 5.947.274 765.018 22.732 22.625 107 742.286 

20扶助費 1.278.567 

21貸付金 898.253 

22補償.織名高及び勉償金

23償還金.利子及び割引料

24設置及び出資金

25積立金 19.638 9.774 9.774 

26寄附金 30.500 

21公標費 37 

28繰出金

予備費

計 12.983.045 3.304.659 434.411 234.599 46.768 153.044 2.319.738 610.167 

財 国庫支出金 1.482.352 282.320 282.320 4.904 

源 地 方 慣 37.000 25.000 25.000 

内そ の 他 2.437.379 214.636 5.566 1.551 4.015 209.070 78.585 

訳一般財源 9.026.314 2.782.703 428.845 234.599 45.217 149.口29 1.803.348 526.678 
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平成26年度 当初予算歳入歳出事項別明細書(生活環境部)

13項寝間世

1
4目

保

1
健目

所費

l報 酬 2，802 258 45，085 

2給 料 295，520 295，520 

3職員手当帯 148，270 148，270 

4共演費 342 6，287 106，720 106，720 

5虫害補慣費

自恩給及1

7質 金

8報償費 995 97 8，121 

9旅 費 2，866 863 21，986 

費用弁償 292 38 5，374 

普通旅費 2，024 825 9，699 

特別旅費 550 6，913 

10交際費

II需用費 21，703 2，273 40，308 

12役務費 3，540 1，412 20，884 

13委託料 15，094 547 419，112 

14使用料及び宜借料 3，899 860 29，952 

15工事請負費 255，061 

16原材料費

17公有財産購入費

18備品購入費 4，315 48，849 

19負担金 1，053 19，287 721，946 

20扶助費

21茸付金

22補償白補墳及び鎗償金

23償還&

24投資及び出資金

25積立金 9，774 

26寄附金

27公課費

28繰出金

予備費

計 56，609 25，597 1，627，365 550，510 550，510 

酎 国庫支出金 3，754 8，280 265，382 

源 地方 憤 25，000 

|そ の 他 40，452 3，51C 86，523 

|訳|一般 財 源 12，403 13，80J 1，250，460 550，510 550，510 
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平成26年度 当初予算歳入歳出事項別明細書l生活環境部}

{単位.千円)

6款塵林水産莱費

款項目 っち生活環 t部
l項置車寅 3項農地費 4項再悪質

6目 7目 2目 9目

節 農費作物対策 肥疫料費植物防 土地改良費 狩猟費

l報 醐 382.735 8.141 8，141 8.141 

2給 料 2，415，876 3.694 3.694 3.694 

Z職員手当等 1.215.888 1.850 1.850 1.850 

4共揖費 919.015 2.592 1.334 1.334 1.258 1.258 

5提害補慣費

6思給Eぴ退職年金

7賃 金 666 

B報償費 35.405 663 663 663 

日時 費 103.494 1.031 292 180 112 80 80 659 659 

費用弁慣 7.540 146 146 146 

普通旅費 85.922 691 292 180 112 80 80 319 319 

特別旅費 10.032 194 194 194 

叩 交 際 費

11需用費 516.159 6.864 337 50 287 6，527 6.527 

12世務費 127，853 942 178 130 48 90 .90 674 674 

13垂託料 1.631.649 25，194 25.194 25，194 

14使用料Eび賃借料 152，907 2.023 193 140 53 1.830 1.830 

15工事醐負費 3.992.385 

16原材料費 3.193 

17公有財産購入費 1.700 

18備品賂入費 125.285 

19負担也捕助及び究付金 12.599.208 180.513 175.341 175.341 5，172 5.172 

20扶助費

21宜付金 717.786 

22捕慣，植槙ati賠償金 67.684 

23慣連企，刺子及ぴ割引料 147.590 

24控責lkrJ:出資金 10 

25積立金 347.698 

26寄附金

27公課費 316 

28韓出金 280.656 

予冊費

計 25.785.158 233.507 1.000 500 500 182.389 182.389 50.118 50.118 

財国庫支出企 5，804.197 105.709 159 159 105.550 105.550 

源地 方 憤 1.753.000 

内そ の 他 4.536.294 4.735 421 400 21 4.314 4.314 

訳一位財掘 13.691.667 123.063 420 100 320 76.839 76.839 45.804 45.804 
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平成26年度 当初予算歳入歳出事項別明細書(生活環境部}

(単位J千円)

7款 商 工 費

うち生活環境部

2項工鉱業費 3項観光費

1目 4目 1目

エ鉱業総務 計量検定費 観光費

費

l報 醜 86，491 7，002 1，557 1，557 5，445 5.445 

2給 料 432，198 7，388 7，388 7，388 

3職員手当帯 216.450 3，700 3，700 3，700 

4共済費 202，124 3.713 2，915 2，668 247 798 798 

5災害補償責

B恩給及び退職年金

7宜 金

8報償責 634，833 1，447 95 95 1，352 ， 1，352 

9旅 費 91，549 2，600 700 700 1，900 1，900 

費用弁償 19，951 240 240 240 

普 通旅費 47，513 1，400 700 700 700 700 

特 別旅費 24，085 960 960 960 

10交際費

11需用費 68，737 5，177 900 900 4，277 4，277 

12役務費 47，722 1，323 573 573 750 750 

13委託料 772，615 39，053 39，053 39，053 

14使用料及び質借料 259，342 3，410 1，200 1，200 2，210 2，210 

15工事請負費 94，866 

16原材料費

17公有財産陣入費

18備品購入費 5，944 2，944 2，944 2，944 

19負担金，舗助及び交付金 8，118，335 38，468 16 16 38.452 38.452 

20扶助費

21貸付金 89凪375

22補償、補境及び賠償金

23償超金.利子及ぴ割引料

24投資Eぴ出資金 2，000 

25積立金

26寄附金

27公際費

28繰出金 24，513 

予備費

計 11，948，094 116，225 21，986 13，756 8，232 94，237 94，237 

財 国 庫 支 出金 82，590 30，682 30，682 30，682 

源 地 方 慣

内 そ の 他 1，204，203 3，511 3.488 3.488 23 23 

訳 一般財源 10，661，301 82，032 18，500 13，756 4，744 63，532 63，532 
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平成26年度 当初予算歳入歳出事項別明細書(生活環境部)

(単位千円)

8款工 不買

款項目 うち生活環境部

1項土木管理費 5項都市計画費

1目 4目 l目

節 土木総務費 建築指導費 都務市費計画総

l報 酬 312，836 37，259 708 708 531 486 

2給 料 ' 1，983，678 217，946 18，470 18，470 11，082 7，388 

3職員手当等 997，637 109，155 9，250 9，250 5，550 3，700 

4共済費 763，137 82，436 6，670 6，670 4，002 2，668 

5災害補償費

6思給及ぴ退職年金

7賃 金 500 

8報償費 10，395 2，774 36 36 2，648 

9 旅 費 36，779 5，428 401 401 1，974 119 

費用弁償 3，706 571 297 297 124 119 

普通旅費 29，964 3，652 68 68 682 

特別旅費 3，109 1，205 36 36 1，168 

10交際費

11需用費 729，184 61，852 1，509 1，509 326 

12役務費 1.10，443 15，885 134 134 1，960 

13委託料 6，387，002 887，171 8，653 8，653 499，877 

14使用料及び賃借料 264，559 21，792 180 180 4，704 

15工事請負費 21，822，733 1，555，151 134，247 

16原材料費 3，790 

17公有財産購入費 797，928 

18備品購入費 278，191 9，270 32 32 9，138 

19負担金、補助及び交付金 7，396，549 898，816 234，182 234，182 29，671 

20扶助費

21貸付金 12，876 12，876 

22補償、舗境及ぴ賠償金 1，589，258 17，815 6，003 

23慣連企ー利子及び嘗j引料 1，500 

24投資及び出資金

25積立金 30，565 30，445 

26寄附金

27公課費 6，877 

28繰出金 10，293 10，293 10，293 

予備費

計 43，606，710 3，976，364 280，225 34，390 245，835 722，006 14，361 

M 国庫支出 金 12，988，000 909，665 4，137 4，137 3，365 148 

源 地 方 債 13，664，000 676，000 

内 そ の 他 2，377，486 901，796 26，782 26，782 148，973 605 

訳 ー般財源 14，577，224 1，488，903 249，306 34，390 214，916 569，668 13，608 
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平成26年度 当初予算歳入歳出事項別明細書{生活環境部)

{単位千円)

8致 土 木 費

款項目 うち生活環境部

5項都市計画費 6項住宅費 生活環境部
3目 4目 l目 2呂 合計

節 公園費 下水道費 住宅管理費 住宅建設費

l報 酬 45 36.020 27.516 8.504 131.616 

2給 料 3.694 188.394 188.394 1.008，462 

3職員手当等 1.850 94.355 94.355 510.975 

4共済 費 1.334 71.764 70，416 1.348 381.360 

E災害補償費 。
E思給及び退職年金 。
7貫 金 。
自 報償費 2.648 9日 90 19.559 

自旅 費 1.173 682 3.053 3.002 51 47.317 

費用 弁 償 5 150 150 7.942 

普通 旅 費 682 2.902 2.852 50 27.326 

特別 旅 費 1.168 12.049 

10交限費 。
11需用費 108 218 60.017 59.967 50 193.391 

12役務費 1.960 13.791 13.761 30 54.251 

13委託料 499.706 171 378.641 296.929 81.712 1.507.526 

14使用料及び賃借料 4.347 357 16.908 16.888 20 71.526 

15工事請負費 134.247 1，420.904 135.198 1.285.706 1.946.750 

16原材料費 。
11公有財産購入費 。
18備品購入費 9.138 100 100 105.081 

19負担金。補助及び交付金 8.090 21.581 634.963 92.900 542.063 1.942.593 

20扶助費 。
21量付金 12.876 12.876 13.076 

22補償舗積及び賠償金 6.003 11.812 11.812 17.815 

23慣週金ー刺子及び割引料 。
24投資及び出資金 。
25積立 金 30，445 30.445 58.335 

26寄附 金 。
21公課費 。
28繰出金 10.293 10.293 

予備費 。
計 672.383 35.262 2.974.133 999.326 1.974.807 8.019.926 

財 国庫支 出 金 3.217 902.163 9.190 892.973 1.515.686 

源 地 方 債 676.000 676.000 701.000 

内 そ の 他 148.368 726.041 678.334 47.707 1.173.492 

訳 一般財源 524.015 32.045 669.929 311.802 358.127 4.629.748 
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節 の 明 細

項 目 金額(千円)等

2款 総 務費

2項企画費

1因企画総務費

|給 料・一般職員 4人
2目計画調査費

幸匝 酬 -景観審議会委員 15人
-景観形成巡視員 16人
-屋外広告物審議会委員 10人

負担金、補助 -全国景観会議負担金 40 
及び交付金 -鳥取砂丘景観保全再生事業負担金 10，949 

3目交通対策費

報 酬 -交通事故相談員 2人
-交通対策会議委員 7人

負担金、補助 -鳥取県交通対策協議会補助金 5，942 
及 び交 付金

6項防災費

l目紡災総務費

負担金、補助 -原子力施設等放射能調査機関連絡協議会負担金 40 
及び交付金

3款民生費

1項社会福祉費

1目社会福祉総務費

報 酬 -鳥取県犯罪のないまちづくり協議会委員 10人
負担金、補助 -犯罪被害者等緊急避難場所確保事業費補助金 394 
及び交付金 -地場安全フォーラム開催補助金 541 

-性暴力被害者支援事業補助金 5，777 
-安全なまちづくりLED防犯灯設置促進事業費補助金 3，764 

7目消費者支援対策費

給 料 - 般職員 5人
報 酬 -非常勤職員 2人

-不当取引専門指導員 1人
-鳥取県消費者教育推進地域協議会委員 20人
-苦情処理部会委員 5人
-消費生活審議会委員 15人

負担金、補助 -中部消費生活センター施設管理費負担金 140 
及び交付金 -米子コンベンションセンター施設管理費負担金 1，191 

-消費者団体等活動支援補助金 1，000 
-市町村消費者行政活性化交付金 30，000 

貸 付 金 -訴訟費用貸付金 200 
平責 立 金 -消費者行政活性化基金積立金 18，116 

4款衛 生費

1項公衆衛生費

1自公衆衛生総務費

|給 料-一般職員 34人
3目予防費

報 E同-狂犬病予防技術員兼動物愛護技術員 6人
-鳥取県動物愛護推進協議会委員 10人

負担金、補助 -全国動物管理関係事業所協議会会費 25 
及び交付金 -動物愛護センター運営費補助金 22，600 
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項 目 金額(千円)等

6自衛生環境研究所費

報 酬 -非常勤職員 3人
-衛生環境研究所外部評価委員 7人

負担金、補助 -全国衛生化学技術協議会負担金 15 
及び交付金 -地方衛生研究所全国協議会負担金 38 

-全国環境研協議会負担金 46 
-衛生微生物技術協議会会費 8 

2項環境衛生費

1自環境衛生総務費

主主 料・一般職員 88人
2日食品衛生指導費

宅R 酬 -非常勤職員 1人
-野生鳥獣肉衛生管理検討会委員 7人
-食の安全推進会議委員 12人
-調理師試験委員 4人
-ふくや処理師試験委員 7人

負担金、補助 -社団法人鳥取県食品衛生協会補助金 1，006 
及び交付金 -全国食肉衛生検査所協議会負担金 47 

3目環境衛生連絡調整費

幸R 酬 -クリーェング師試験委員 7人
-鳥取県生活衛生営業審議会委員 12人

負担金、補助 -全国生活衛生関係営課課長会年会費負担金 7 
及び交付金 -鳥取県生活衛生 業指導センター補助金 15，561 

-生活衛生営業振興事業補助金 969 
-公衆浴場確保対策費市町村補助金 2，750 

4目環境保全費

報 酬 -環境審議会委員 30人
-調停委員 3人
-次期とっとり環境イニシアティブプラン検討委員 20人
-パイシタルタウン構想実現化プロジェクト検討委員 5人
-とっとり次世代エネルギーパーク写真コンクーノレ審査会委員 5人
-第2期EV.PHVタウン構想検討委員 17人
-環境保全活動支援事業審査会委員 3人
-洋上風力発電理解促進検討会委員 4人
-環境影響評価審査会委員 13人
-地下水研究プロジェクト委員 6人
-放射能調査専門家会議委員 3人
-湖山池環境モニタリング委員会委員 10人
-産業廃棄物適正処理推進指導員 3人
-廃棄物審議会委員 7人
-鳥取砂丘レンジャー 2人
-鳥取砂丘景観保全推進員 2人
-外来種検討委員会委員 11人
-鳥取県氷ノ山グリーンエコリゾート推進協議会委員 12人
-自然保護監視員 5人
-非常勤職員 8人

負担金、補助 -こどもエコクラブ活動支援補助金 2，300 
及び交付金 -鳥取県環境推進企業協議会会費 10 

-グリーン購入ネットワーク会費 10 
-電源立地地域対策交付金 73，433 
-再生可能エネルギー活用事業の可能性調査支援補助金 6，000 
-再生可能エネルギー発電事業支援補助金 104，000 
-非住宅用太陽光発電システム導入推進補助金 90，000 
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項 目 金額(千円)等

-海洋エネノレギー資源開発促進日本海連合負担金 100 
-木質ノ〈イオマスの全量活用に関する調査研究負担金 5 
-家庭用薪ストーブ等導入補助金 3，800 
-家庭用燃料電池導入促進補助金 6，000 
-家庭用太陽熱温水設備導入補助金 3，750 
-住宅用太陽光発電等導入推進補助金 182，000 
-温泉熱発電導入支援事業補助金 7，500 
-次世代エネノレギーノマーク施設整備補助金 5，000 
-エネノレギーノぐーク活用促進事業補助金 1，000 
-環境保全活動支援事業補助金 1，000 
.yグニン溶解性イオン液体実用化支援事業補助金 1，500 
-とっとり環境イニシアティブ推進支援交付金 22，000 
-温泉ライダー運営者補助金 8，464 
'EV.PHVレンタカー導入促進モデル事業補助金 2，500 
-鳥取岡山EVエコドライブ、ツアー負担金 2，160 
-電気自動車充電設備導入推進補助金 5，100 
-合併処理浄化槽設置費補助金 15，817 
-全国金属鉱業振興対策協議会負担金 50 
./日太宝鉱山鉱害防止事業費補助金 691 
-鳥取県持続可能な地下水利用協議会負担金 60 
-海藻メIJりによる栄養塩循環システム支援事業補助金 4，000 
-湖山池総合対策事業補助金 2，500 
-みんなで守る湖沼の自然環境保全推進事業補助金 1，770 
-リサイクルフロンティア推進交付金 50，000 
'Let's4R実践活動推進補助金 2，000 
-不法投棄廃棄物処理事業補助金 10，000 
-全国環境衛生・廃棄物関係課長会負担金 7 
-独立行教法人環境再生保全機構が設置するPCB廃棄物処理基金への補助金 3，381 
-微量PCB汚染機器等処理推進補助金 5，500 
-鳥取県環境管理事業センター運営費補助金 80，918 
-鳥取砂E観光情報バリアフリー化促進補助金 200 
-鳥取県希少野生動植物保護管理事業補助金 2，000 
-鳥取県国立公園清掃活動費補助金 3，020 
-若桜氷ノ山自然ふれあいの里活性化協議会負担金 1，500 
-三徳山遊歩道等整備費補助金 7，500 
-三徳山活動拠点整備費補助金 3，400 

積 立 金 -鳥取県産業廃棄物適正処理基金積立金 9，774 
3項保健所費

1目保健所費

J岬l> 料|・一般職員 80人
6款農林水産業費

3項農地費

2目土地改良費

絵 料 -一般職員 1人
負担金、補助 -農業集落排水事業費補助金 100，150 
及び交付金 -地域資源循環技術センター負担金 90 

-農林漁業集落排水事業推進基金造成事業費補助金 69，701 
-低コスト型農業集落排水施設更新支援事業費補助金 5，400 

4項林業費

9目狩猟費

幸R 酬・ツキノワグマ追跡調査員 3人
-特定鳥獣保護管理検討会委員 19人
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項 目 金額(子円)等

-非常勤職員 1人
-鳥取県自然環境保全コンクール審査会委員 6人

負担金、補助 -ツキノワグマ遭遇回避総合対策事業補助金 1，157 
及び交付金 -銃猟者育成支援補助金 4，015 

7款商工費

2項工鉱業費

1目工鉱業総務費

給 料卜一般職員 2人
4目計量検定費

幸R 酬 -非常勤職員 1人
負担金、補助 -都道府県計量行政協議会会費 16 
及び交付金

3項観光費

1目観光費

報 酬 -外国人観光客誘致事業推進員 2人
-非常勤職員 1人
-ロングトレイルノレート検討調査プロポーザル委員 2人
-県政ジオパイサVースタッフ 1人

負担金、補助 -山陰海岸ジオウオ ク補助金 1，500 
及び交付金 -鳥取砂丘検定実行委員会負担金 400 

-山陰海岸ジオパーク魅力活用総合補助金 17，000 
-山陰海岸ジオパーク調査研究支援補助金 1，500 
-山陰海岸ジオパーク推進協議会負担金 4，952 
-穏岐連携大型客船クノレーズ補助金 2，100 
-隠岐連携旅行商品造成補助金 1，000 
-鳥取砂丘新発見伝事業負担金 10，000 

B款 土木費

1項 土木管理費

1目 土木総務費

給 料1.一般職員 5人
4目 建築指導費

幸R 酬 -建築審査会委員 5人
-建築士審査会委員 5人
-福祉のまちづくり条例見直し検討会委員 15人

負担金、補助 -全国建築審査会協議会負担金 48 
及び交付金 -日本建築行政会議負担金 450 

-全国被災建築物応急危険度判定協議会負担金 45 
-伝統建築技能者団体支援事業補助金 4，100 
-鳥取県震災に強し、まちづくり促進事業補助金 185，014 
-耐震化支援環境整備事業補助金 1，000 
-がけ地近接等危険住宅移転事業補助金 3，930 
-耐震化地域学習会補助金 175 
-バリアフリー環境整備促進事業補助金 500 
-福祉のまちづくり推進事業補助金 ， 17，461 
-空家対策支援事業補助金 10，000 
-都道府県宅地建物取引業法主管者協議会負担金 24 
-アスベスト撤去支援事業補助金 11，435 

5項都市計画費

1目都市計画総務費

絵 料 -一般職員 2人
幸!A ljIj -開発審査会委員 7人
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項 目 金額(千円)等

3目公園費

給 料 -一般職員 1人
報 国1-鳥取流緑化スタイルガーデン・デザインコンアスト審査員 5人
負担金、補助 -一般社団法人日本公園緑地協会会費 100 
及び交付金 -中国「道の駅」連絡会会費 40 

-花と緑のフェア実行委員会負担金 1，350 
'100名園造成事業補助金 5，000 
-とっとりフェア開催メモリアルイベント補助金 1，000 
-緑のワークショ"，7'fみどりすとカフェ」開催支援補助金 600 

4目 下水道費

負担金、補助 -湖沼における下水道事業推進協議会負担金 10 
及び交付金 -公共下水道推進基金造成事業補助金 21，571 
繰 出 金 -鳥取県天神川流域下水道事業特別会計繰出金 10，293 

6項 住宅費

1目 住宅管理費

車合 料 -一般職員 51人
報 酬 -県営住宅家賃納付指導員 6人

-県営住宅管理人 233人
-非常勤職員 1人

負担金、補助 -鳥取県とっとりの美しい街なみづくり事業補助金 6，990 
及び交付金 -住宅市街地整備推進協議会負担金 20 

-下水道・集溶排水受益者負担金 775 
-固有資産等所在市町村交付金 84，395 
-鳥取県住宅供給公社職員共済費負担金 720 

2目 住宅建設費

幸匝 酬 -非常勤職員 4人
負担金、補助 -とっとり住まいる支援事業補助金 303，050 
及び交付金 -鳥取県木の住まい建設資金補助金 82，507 

-企業関連携活動支援事業補助金 1，500 
-地域優良賃貸住宅供給促進事業補助金 1，440 
-日本住宅協会負担金 18 
-ケーブルテレビ加入負担金 4，702 
-公共住宅事業者等連絡協議会負担金 400 
-水道負担金 4，025 
-鳥取県居住支援協議会活動支援事業補助金 8，192 
• fとっとり匠の技」活用リモデル助成事業補助金 1，500 
-木造住宅生産者団体活動支援事業補助金 3，000 
-高齢者向け優良賃貸住宅供給促進事業補助金 114，162 
-住宅新築資金等貸付助成補助金 17，347 
-鳥取県西部地震被災者向け災害復興住宅利子補給金 220 

貸 付 金 -個人住宅建設資金貸付金 5，462 
-鳥取県西部地震被災者向け災害復興住宅建設資金貸付金 7，414 

積 立 金・鳥取県被災者住宅再建支援基金積立金 30，445 
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継続費についての前前年度末までの支出額、前年度末までの 支 出 額 又 は 支 出 額 の
見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

当初

全体計画

左の財源内訳 前前年度
前年度末

当該年度末 継額続に費の総までの支 当該年度支 翌年度以降
款 1頁 事業名 末までの

出(見 出予定額 までの支出
支出予定額

対する
年度 年割額 特定財源 支出額 予定額 進捗率

一般財源 込)額

国庫支出金 地方債 ! その他

千円 千円 千円 千円 千円 干円 千円 干円 千円 千円 % 

26 137，716 137，716 137，716 137，716 40 

原子力環境セン
02総務費 06防災費 ヂー(仮称)建設 27 204， 696 204， 696 204， 696 60 

事業費

計 342，412 342，412 137，716 137，716 204， 696 100 
l
-
M
m
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前年度末までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額
左の財源内訳

事 JJi 限度額 特 定 財 i原
一般財源

期 間 '金 額 期 聞 金 額 国庫支出金 地方債 その他
手円 千円 予円 手円 千円 千円 千円

平成26年度
補助金総額6，000干円を
限度として、平成26年度

再生可能エネルギー活用可能性 に交付決定した額から平 平成27年度 限度額に閉じ 限度額に同じ
調査事業補助 成26年度に交付した額を

差し引いた額

補助金総額104，000千
平成26年度 円を限度として、平成26 平成27年度から 限度額に同じ 限度額に同じ再生可能エネルギー発電事業補 年度に交付決定した額か 平成28年度まで
助 ら平成26年度に交付した

額を差し引いた額

平成27年度から E、一平成26年度 2，546 2，546 
大山頂上公衆便所管理業務委託

2，546 平成28年度まで

平成26年度 4，000 平成27年度 4，000 4，000 
ガーデニングショー出展業務委託

平成26年度 平成27年度から
6，000 6，000 津波避難施設整備促進基金造成 6，000 平成36年度まで

補助

平成26年度 742，760 
平成27年度から

742，760 742，760 
公営住宅管理委託 平成30年度まで

平成26年度 106，033 平成27年度 106，033 106，033 
公嘗住宅整備事業費

当該年度提出に係る分

1
4
N
白
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前年度末までの支出(見込〉額 当該年度以降の支出予定額
左の財源内訳

事 項 限度額 4寺 定 財 ;原

期 間 金r 額 期 間 金 額 国庫支出金 地方債 その他
一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補助金総額303.050千円を 限度額から国庫

平成26年度
限度として、平成26年度に 125.950千円 支出金の額

とっとり住まいる支援事業補助
交付決定した額から平成 平成27年度 限度額に同じ

を上限とし、限 (125.950千円を

26年度に交付した額を差し
度額Iこ0.5を乗 上限とい限度額

引いた額
じた額 に0.5を乗じた額)

を除いた額

平成26年度
472 

平成27年度から
大山オオ告カの森管理業務委託 平成28年度まで 472 472 

F、

当該年度提出に係る分

l
-
N吋
I



債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前年度末までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額
志の財源内訳

事 項 E県 度 額 特 定 財 ，原

期 間 金 額 期 間 金 額 国庫支出金 地方債 その他
一般財源

干円 予門 千円 千円 子円 千円 千円

平成2ウ2ン年推度進 17，820 
平成23年度から

12，515 
平成26年度から

5，305 
EV~ 事業費 平成25年度まで 平成27年度まで 5，305 

補助金総額64，360干円
平成25年度 を限度として、平成25年 平成26年度から
再助生可能エネルギ一発電事業補 度に交付決定した額から 限度額に同じ 限度額に同じ

平成25年度に交付した額
平成27年度まで

を差し引いた額

平農成18年度 平成19年度から 平成26年度から
| 業集落排水事業推進基金造成 314，281 

平成25年度まで
244，419 

平成27年度まで
69，862 69，862 

補助

l平 成18ー水年道度推 61，596 
平成19年度から 47，908 

平成26年度から

|公共下 進基金造成事業費 平成25年度まで 平成27年度まで
13，688 13，688 

i慎11平補成19年度 平成20年度から 平成26年度から
助業集落排水事業推進基金造成 209，559 

平成25年度まで
139，680 

平成28年度まで
69，879 69，879 

27，261 
平成20年度から

18，174 
平成26年度から

日，087
公共下水道推進基金造成補助 平成25年度まで 平成28年度まで 9，087 

(平成20年度 平成21年度から 平成26年度から
l農業集落排水事業推進基金造成 74，719 

平成25年度まで
41，500 

平成29年度まで
33，21日 33，219 

l補助

!平成20年度 43，076 
平成21年度から

23，931 
平成26年度から

19，145 
|公共下水道推進基金造成補助 平成25年度まで 平成29年度まで 19，145 

過年度議決済に係る分

l
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

過年度議決済に係る分

ー

前年度末までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額
左の財源肉 訳

事 項 限 度 客員 特 定 財 i原
期 間 金 害E 期 間 金 量買 国庫支出金 地方債 その他

一般財源

千円 千円 千円 千円 予円 千円 千円

l平成21年度 ー
平成22年度から 平成26年度かまでら農業集落排水事業推進基金造成 16，100 7，152 8，948 

補助
平成25年度まで 平成30年度 8，948 

!平成21年度
24，172 

平成22年度から
10，743 

平成26年度から
13，429 

l公共下水道推進基金造成補助 平成25年度まで 平成30年度まで 13，429 

平成22年度
平成23年度から 平成26年度からi農業集落排水事業推臨造成 12，167 4，053 8，114 

補助
平成25年度まで 平成31年度まで 8，114 

}平成22年度
15，895 

平成23年度から
5，299 

平成26年度から
10，596 

公共下水道推進基金造成補助 平成25年度まで 平成31年度まで 10，596 

平成23年度 平成24年度から 平成26年度から
592 平成25年度まで 130 

平成32年度まで 462 462 

成23年度 12，945 
平成24年度から

2，877 
平成26年度から

10，068 
共下水道推進基金造成補助 平成25年度まで 平成32年度まで 10，068 

成24年度
3，485 平成25年度 388 

平成26年度から
3，097 

共下水道推進基金造成補助 平成33年度まで 3，097 

!平成25年度
5，706 

平成26年度から
5，706 i公共下水道推進基金造成補助 平成34年度まで 5，706 

N
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前年度末までの支出(見込)額
左の財源内訳

事 項 度
当該年度以降の支出予定額

E暖 額 特 定 財 i原

期 悶 金 額 期 間 金 額 国庫支出金
一般財源

地方債 その他
千円 千円 千円 千円 千円

i平成24年度

千円 千円

;衛生環境研究所庁舎機械警備業 3，198 平成25年度 1，066 平成26年度から
2，132 

務委託
平成27年度まで 2，1321 
. 

平成25年度 平成26年度から
衛生環境研究所庁舎機械警備業 62 62 

務委託
平成27年度まで 62 

小言十 3，260 平成25年度 1，066 平成26年度から
2，194 

平成27年度まで

|平成25年度 平成26年度から
!衛生環境研究所庁舎清掃業務委 13，410 

平成28年度まで
13，410 13，410 

l託

平成23年度 5，217 
平成24年度から 2，609 平成26年度から

産業廃棄物実態調査業務委託 平成25年度まで 平成27年度まで 2，608 2，608 

平成25年度 76 
平成26年度から

産業廃棄物実態調査業務委託 平成27年度まで
76 76 

小計 5，293 
平成24年度から 2，609 平成26年度から 2，684 
平成25年度まで 平成27年度まで 2，684 

l平成23年度
平成24年度から 平成26年度から

:不法投棄監視カメラシステム賃借 5，489 2，745 2，744 

|料
平成25年度まで 平成27年度まで 2，744 

過年度護決済に係る分
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

当該年度以降の支出予定額
左の財源内訳

前年度末までの支出(見込)額
特 定 財 i原事 項 限 度、額

一般財源
期 間 金 額 期 閉 金 額 国庫支出金 地方債 モの他

千円 千円 千円 手門 千円 千円 平岡

平成23年度
平成24年度から

61，520 
平成26年度から

92，280 92，280 鳥取県立大山自然歴史館管理委 153，800 
平成25年度まで 平成28年度まで

託

平成25年度
平成26年度から

2，637 2，637 鳥取県立大山自然歴史館管理委 2，637 
平成28年度まで

言王

平成24年度から
61，520 平平成成2z6年度から 94，917 94，917 小言十 156，437 

平成25年度まで 8年度まで

平成24年度
平成25年度 4，347 

平成26年度から
13，041 13，041 布勢陸上競妓場大会運営システ 17，388 

平成28年度まで
ム賃借料

平成25年度
平成26年度から

245，315 245，315 鳥取県立氷ノ山自然ふれあい館 245，315 
平成30年度まで

管理委託

平成25年度
平成26年度度から 598，630 598，630 鳥取県立東郷湖羽合臨海公園管 598，630 
平成30年まで

理委託

平成25年度 平成26年度から
368，235 368，235 

燕越国管理委託
368，235 平成30年度まで

平成25年度
平成26年度から

1，369，030 1，369，030 鳥取県立布勢総合運動公園管理 1，369，030 
平成30年度まで

委託 . 

平成25年度
平成26年度から

688 688 米子駅前だんだん広場植栽管理 688 
平成27年度まで

業務委託

過年度議決済に係る分
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事 項 E艮 度 額
前年度末までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額

左の財源内訳

特 定 財源

期 問 金 額 期 間 金 額 国庫支出金 地方債
般財源

千円 千円

その他
千円 予円 'f門 千円 千円

平成24年度 112，378 平成25年度
平成26年度から

|消費生活相談事業費
28，029 84，349 平成28年度まで 1，366 82，983 

l平成25年度 平成26年度から

!消費生活相談事業費
2.411 2.411 平成28年度まで 2.411 

， 

小言十 114，789 平成25年度 28，029 
平成26年度から

86，760 平成28年度まで 1，366 85，394 

平成16年度 平成17年度から
まちなかふれあい住宅(借り上げ 109，992 48，615 

平成26年度から

公営住宅)賃借料
平成25年度まで 平成36年度まで

61，377 61，377 

|平成山度
公営住宅水道料金等使用料徴収 7，625 平成25年度 4，167 

平成26年度から
3，458 

業務委託
平成27年度まで 3，458 。

f平成営住25宅年水度道
l公営 料金等使用料徴収 47 

平成26年度から
47 

i事務委託
平成27年度まで 47 。

小言十
平成26年度から

7，672 平成25年度 4，167 3，505 
平成27年度まで

3，505 。

i平成25年度
被災者向け民間賃貸住宅(借上 1，874 

平成26年度から
1，874 

げ応急仮設住宅)賃借料
平成27年度まで 1，874 ， 

過年度議決済に係る分
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議案第6号

平成26年度鳥取県天神川流域下水道事業特別会計歳入予算事項別明細書

歳入

節
、款 項 目 本年度 前卑度 比較 区分 金額 説明

子同 千円 子門 千円

1分担金及び負担
金

804，273 735，343 68，930 

1負， 担 金 804，273 735，343 68，930 

1天神事川流域下水
天神川流域下水

804，273 735，343 68，930 1道建設事業費負 173，654 
道業費負担金

担金
天神川流域下水

2道管理事業費負 630，619 
担金

2使用料及び手数
料

517 517 。

1使 用 料 517 517 。

1行政財産使用料 517 517 01 1行政財産使用料 517 

3国庫支出金 499，8日7 339，610 160，197 

1国庫補助金 499，807 339，610 160，197 

天道事神川流域下水
1 業費国庫補 499，807 339，610 160，197 

天神事川流域下水
1道業費国庫補 499，807 

助金 助金

4繰 入 金 10，293 3，844 6，449 

1一般会計繰入金 10，293 3，844 6，449 

1一般会計から繰
入

10，293 3，844 6，449 
1一般会計から繰
入

10，293 

5繰 越 金 127，190 171，360 "'44，170 

1繰 越 金 127，190 171，360 "'44，170 

1繰越金 121，190 171，360 ム44，1701前年度繰越金 127，190 

6諸 収 入 126 。 126 

1雑 入 126 。 126 

1雑入 126 。 126 1雑入 126 

7県 憤 167，000 122，000 45，000 

1県 償 167，000 122，000 45，000 

1天神川流域下水
167，000 122，000 45，000 

1天神川流域下水
167，000 

建訟事業
道事業慣 道事業債 費充当

歳 入 ふ回 計 1，609，206 1，372，674 236，532 ~ / / 
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平成26年度天神川流域下水道事業特別会計当初予算説明資料

l款流域下水道事業費

1項流域下水道建設事業費

l目 建設事業費

水・大気環境課(内線:7402) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 繰入金

く56.112> (負担金) 県負担額

流域下水道事業費 845. 654 582. 559 263. 095 499. 807 167. 000 171.154 7. 693 63. 805 I 

トータルコスト 856. 489千円 (前年度 593.681千円) [正職員:1. 4人]

主な業務内容 補助金交付申請、工事等発注

工程表的政買目標(指揮) 安全で快適に暮らせる大気・水・土壌環境づくりと持続可能な地下水利用を推進

する

事業内容の説明

天神川流域下水道の処理場施設の改築及び幹線管渠の工事等に要する経費である。

(負担金)

単県流域下水道事業 5. 100 5. 100 。 2. 500 2. 600 
費

トータルコスト 8. 970千円(前年度9.072千円) [正職員:O. 5人]
主な業務内容 工事等発注

工程表的政費目標(指障)

事業内容の説明

天神川流域下水道の幹線管渠の維持補修等に要する経費である。

(注)起債額の上段( )書きは交付税措置額を除いた金額である。

備考欄の県負担額は起債欄の( )書きの金額と繰入金の金額を加算したものである。
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平成26年度天神川流域下水道事業特別会計当初予算説明資料

l款流域下水 道事業費

2項流域下水道管理事業費

1目管理運営費

水・大気環境課(内線:7402) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 繰入金

(繰越金)

管理運営費 32， 205 223， 751 ム191， 546 32， 205 

トータルコスト 32， 379千円 (前年度 224，278千円) [正職員 1.8人]

主な業務内容 工事等発注、関係先協議調整

工程去の政貫目!f.(指車)

事業内容の説明

修繕工事、財政計画策定業務委託、備品購入等、管理運営に要する経費である。

(使用料)

職員人件費 13， 756 13， 772 ム16 517 
(繰越金)

13， 113 
(雑入)

126 

事業内容の説明

一般職の職員2名分の人件費である。
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平成26年度天神川流域下水道事業特別会計当初予算説明資料

1款流域下水道事業費

2項流域下水道管理事業費 水・大気環境課(内線:7400) 
2目業務費 (単位千円)

事業名 本年度 前年度 比較
日オ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 繰入金

(負担金)

業務費 578， 367 415，962 162，405 496， 495 
(繰越金)

81， 872 
トータルコスト 579，915千円 (前年度 417，551千円) [正職員:O. 2人]

主な業務内容 委託契約、流域下水道指定管理者との調整

1m査の政荒目~ {指揮)

事業内容の説明

終末処理場の施設・設備の保守管理、修繕、水質検査、諸設備の運転管理等について、指定管理者

である公益財団法人鳥取県天神川流域下水道公社に委託する。

( 1 )指定期間

平成 26年4月 1日~平成 31年3月31日 (5年間)

(2)委託料の額

総額 2，902，592千円

年度別内訳

平成26年度 578，367千円

平成 27年度 579，434千円

平成 28年度 558，753千円

平成 29年度 581，699千円

平成 30年度 604，339千円

2款公債費

1項公債費

1目元金

水・大気環境課(内線:7400) 

(単位千円)

事業名 本年度 前年度 比較
l!t ?原 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 繰入金

(負担金)

元金 98，400 94， 349 4， 051 98，400 

トータルコスト 98， 400千円 (前年度 94，349千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容 償還金支払

工程表町政露目標(指標l

事業内容の説明

天神川流域下水道建設事業の起債の元金償還に要する経費である。
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平成26年度天神川流域下水道事業特別会計当初予算説明資料

2款公債費

l項公債費

2目利子

事業名

利子

トータjレコスト
主な業務内容

u表的政責目It.(指標)

事業内容の説明

本年度

35， 724 

35， 724千円
償還金支払

水・大気環境課(内線:7400) 

(単位:千円)

前 年度 比較
財 源 内 訳

備考|国庫支出金 起債 その他 繰入金

(負担金)

37， 181 ム1，457 35， 724 

(前年度 37，181千円)[正職員:0.0人]

天神川流域下水道建設事業の起債の利子償還に要する経費であるロ
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平成26年度当初予算最入最出事項別明細書(天神川流域下水道事業特別会計)

(単位:千円)

款 項 目 天神川流域下水道事業特別会計合計

1款 l 流域下水道事業費

1項流繊下水道建設事業費 2項流域下水道管理事業費

1目 1自 2目

節 建設事業費 管理運営費 業務 費

1 報 酬

2 給 料 7，388 7，388 7，388 7，388 

3 職員手当等 3，700 3，700 3，700 3，700 

4 共 済 費 2，668 2，668 2，668 2，668 

8 報 償 費

9 旅 費 1，025 1，025 485 485 540 540 

10 交 際 費

11 需 用 費 1，332 1，332 720 720 612 612 

12 i:生 務 費 1，617 1，617 1，010 1，010 607 607 

13 委 託 料 690，567 690，567 104，300 104，300 586，267 7，900 

14使用料及び賃借料 2，703 2，703 1，424 1，424 1，279 1，279 

15工事請負費 749，815 749，815 742，815 742，815 7，000 7，000 

16原材料費

17公有財産購入費

18備品購入費 8，800 8，800 8，800 8，800 

19 負担金.補助及び交付金 467 467 467 467 

20扶 助 費

21 貸 付 金

22補償、補填及び賠償金

23償還金、利子及び割引料 134，124 

24投資及び出資金

25積 立 金

26寄 付 金

27 公 課 費 5，000 5，000 5，000 5，000 

28 繰 出 金

予 備 費

言十 1，609，206 1，475，082 850，754 850，754 624，328 45，961 578，367 

財 国庫支出金 499，807 499，807 499，807 499，807 

i原 地 方 債 167，000 167，000 167，00日 167，000 
、

内 そ の 他 932，106 797，982 173，654 173，654 624，328 45，961 578，367 

訳 繰 入 金 10，293 10，293 10，293 10，293 
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平成26年度当初予算歳入歳出事項別明細書{天神川流域下水道事業特別会計)

4単位千円)

款 項 目 天神川流域下水道事業

Z款公債費

1項公債費

1目 2目

節 フE 金 f1J 干

1 報 酬

2 給 料

3 職員手当等

4 共 済 費
._ -I~ 

自 報 償 費

9 旅 費

10 支 際 費

11 需 用 費

12役 務 費

13 委 託 料

14使用料及び賃借料

15工事請負費

16原材料費

17 公有財産購入費

18備品賭入費

19 負担金、補助及び交付金

20扶 助 費

21 貸 付 金

22補償、補填及び賠償金

23償還金、利子及び割引料 134，124 134，124 98，400 35，724 

24投資及び出資金

25積 ムーム 金

26寄 付 金

27公課 費

28繰 出 金

予 備 費

E十 134，124 134，124 98，400 35，724 

財 国庫支出金

，席 地 方 債

内 そ の {由 134，124、 134，124 98，400 35，724 

訳 繰 入 金
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節 の 明 細

項 目 金額(千円)等|

l款流域下水道事業費

2項管理運営費

1目管理運営費

車合 料 -一般職員 2人
負担金、補助 -日本下水道協会会費 467 
及び交付金

2款公債費

1項公債費

1目元金

償還金、利子 -地方債元金償還金 98，400 
及び割引料

2目利子

償還金、利子 -地方債利子償還金 35，724 
及び割引料

一一L__
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

ー~-，- 、

事 項 限度額
前年度末までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額

左の財源内訳

特 定 財 i原

期 間 金 額 期 間 金 額 国庫支出金 地方債 その他
繰入金

千円 子同 平円 平岡 I千円 千円 千円

平成26年度 20，日日日
幹線管渠調査設計委託

平成27年度 20，000 10，00日 5，000 5，000 。

平財成政2計6函年策度定業務委託 1，300 平成27年度 1;300 1，300 。
1
7
2
1
 



債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前年度末までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額
左の財源内訳

事 項 限 度 額 特 定 財 i原
期 間 金 額 期 間 金 額 国庫支出金 地方債 そ の 他

繰入金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
、

2.902.592 
平成26年度から

2.902.592 
神川流域下水道管理委託 平成30年度まで 2.902.592 。

過年度議決済に係る分
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室園細明費与~1.与
中口

括

給 与 費

区分
職員数

職員手当

共済費 合計 備考
給料 計

(人) (千円) (千円) (干円) (干円) (干円)

本年度
2 7，388 3，542 10，930 2，668 13，598 

前年度
2 7，362 3，546 10，908 2，700 13，608 

比較 。 26 ム4 22 LI.32 ム 10

扶養手当 地域手当
時間外

期末手当 勤勉手当 通勤手当 管理職手当 初任給調整 特殊勤務
住居手当 宿日直手当

区分 勤務手当 手当 手当

(干円) (千円) (千円) (千円) (千円) (干円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 248 。 130 1，652 966 234 160 。 。 138 。
前年度 256 。 128 1，648 962 228 168 。 。 142 。

職員手当の
比較 ム8 。 2 4 4 6 ム8 。 。 ム4 。

内 訳 管理職員特 休日勤務 夜間勤務 定時制通信
へき地手当

特地勤務 義務教育等 単身赴任
退職手当

区分 別勤務手当 手 当 手当 教育手当 手 当 教員特別手当 手 当

(干円) (千円) (千円) (干円) (千円) (干円) (千円) (千円) (千円)

本年度 2 。 。 。 。 。 。 12 。
前年度 2 。 。 。 。 。 。 12 。
比較 。 。 。 。 。 。 。 。 。

(' )総
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お
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(2)給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 i首 減 額 増減事由別内訳 説 明 備 考

(干円} (千円) (干円)

1 昇給に伴う増加分 114 (1)本年度昇給発令に係る所要額 114 平均昇給率 1.42百

給 料 26 

2 その他の増減分 '" 88 
(1 )新陳代謝等に係る減分 '" 88 

職員手当 "'4 1 その他の増減分 ム4(1)新陳代謝等に係る減分 ム4

l
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下水道
結軒並び職員手当の杭祝

了時員 l人当たりの給与

区 分 行 政 磁

平 均 給料 月 額 {円} 3 5 4冒 15 0 

平成 2 6 ff. 1 月 1 日現花 平 均 給 与 月 額 (円) 401， 214 

平 均 年 lIt; {鏡} 47. 00 

平 均 給料 月 I<i {阿} 352， 300 

平成:). 5 年 1 月 1 日現在 平 均 給 与 月 額 {何} 417， 341 

平 均 剤三 齢 {歳} 46. 00 

イ初任給

1< 分 行 政 職

〈円〉

前 絞 卒 137， 100 

大 '~件 考古 169， 700 

高 佼 卒 140， 100 

(133， 418) 

国 の 制 度

大 学 率 172， 200 

【163，9R7)

*聞の制度ω括姐内の額は、国家公務員の給与の改定及び臨時特例に回する法体(平成"年法律第2号)に基づく袷与誠額支給措置による誠額後の額

(31 
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下水道

ウ級別脇員数

行 政 町鴎

g 分

級 峨貝数{人} 偶 成比(%)

1 級

2 級

:込 級 1 5 O. 0 

4 級

5 級 1 50. 0 

平成 2 6 年 1 J.J 1 日現(f:

6 級

7 級

2え 級

9 級

8十 2 1 00. 0 

!
?
会
l



下水道

行 政 曹邑

区 分

級 脇員数{人} 構成比(%)

1 級

2 級

3 級 l 5 O. 0 

4 級

5 級 1 50: 0 

平成、 2 5 年 1 月 1 日現在

6 級

7 級

" 級

。 級

R十 2 1 00. 0 

一、

‘ 

!
?
#
吋
l
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C口

{級)JIJの様相的な峨務内容}

区 う〉 級

主事X惜技師の"

務

行政隙

2 扱

高度の相続又は絹

験を必盟とする棋

訪を行ヲ主事又は

技師の職務

3 級 4 級

係長ω臓務 ~qT (J血方自治法

{昭fuZZ年法律第

67号)第158条第

1.唄の規定に基づ

き設置される知事

の直;IT下位の内部

組織並びに当設内

部組織の下に設け

られる局(局に~I

当事るものを合

むJ 及び課(謀

に相当するものを

含むJ をいうJ

の課長補4慌の職務

下水道

5 級 6 級 7 級 a 級 9 級

困難な罷拐をf'i':コ 本庁ω課長の職務 困難な業務を行ヨ 本庁の次長の職務 本庁の部長の職務

本庁の課長補佐の 本庁の課長の臓務

職務
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下水道

エ昇給

区 分 行 政 E誌

職 員 V< (Al {人} 2 

昇給に係る脆員数偲)(人} 2 

4件

2号給(人} 1 

3号給{人]

年 J 

号 給数 })IJ 内訳 4号給{人} 1 

6号給[人}

I~ 

R号給[人}

比 率 何)/(A) (%) 1 00. 0 

職 員 数 (A) {人} 2 

昇給 lこ係る磯員数 (B) (人) 2 

前

2号給(人}

3号給{人}

;I~ 

号給数別内訳 4号給[人} 2 

、

6号給{人}

I~ 

民号給(人}

比 ~言 (B)/(A) (，，) 1 0 o. 0 
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オ 則未.-'望i'!i唱勉手当

支

区 分

6 

l' '1 度

l'1' 度

国 の 制 1)1 

カ 定年退高官及び倣焚iI!峨に係る退臓手当

I疋 分 2 (J lr-勤続の者

(lJm 

支 給 ヰロ 等 2H.787!) 

国 " ~" l!l :.! 7. () 2 5 

{文 給 z告 等}

給 則 }J!J 

日 (Jl分}

1. R 5 5 

1. 8 5 5 

1. 9 

2 5年勤続の者

(11分}

3H.955 

36. 5 7 

下水道

支 給 準 聡制上の段階.職務の

支 給 率 計 { 月 分 ) 備 考

1 2 月 {月分} 級等による加算措鐙

2. 045 3. 9 有

， 

2. 045 3. 9 有

2. 05 3. 95 有

a 5 {1'-勤続の昔 信 高 限 度 そ の 他 の 備 考

{月分} [月分] 加 算 姑 置 等

55. 8 6 5 5. H 6 定年前早期退職特例 退臓手当}立，基本額と剥担額から摘

措置 (2.....20 %加算} 成され.測盤額は給料袋.職務の級

専に応じ決定される.

52. 44 52. 44 定年前早期退職特例 返臓手当は.基本額と綱盤額から椛

措置 (1.....45 %加算} 成され句澗悠額は給料夜、職務の級

等に応じ決定される。
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キその他の手当

区

扶 2監

j也 峨

{主 居

油 勤

分

手 3当

手 当

"' 当

$ 当

下 水 道

問。制度との異同 2を 1¥ の 内 容

見 な る E偶者の手当額 10，500円

Eも ，. る 支給率の低い地域へ異動した場合の手当額保持措置なし

同 じ

異 な る 自動車等使用者の平当額{通勤距離に応じ‘ 2，200円-46，400円を支給]

交血機関の利用に伴って駐車場を利用している場合の駐車料金に係る手当【月 3. 000円を上限}

特別急行列車に係る手当額{特別料金等の 1/2を支給.思南限度額を設吋ないJ 及び手当支給要件



地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における
現在高の見込みに関する調書

|前年 ;胃t入萄 当該年度中増減見込♂
当該年度末現在高見込額区 分 目1)目1)

亘豆至亘 「開f入額 |当 f胃J入宰百

千円 千円 千円 千円 干pl

天神川流域 1，525，623 1，544，274 167，000 98，400 1，612，874 、.. 

aEeヨh 計 1，525，623 1，544，274 167，000 98，400 1，612，874 
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議案第40号(条例関係)

条
例| 鳥取県附属機関条例の一部改正について
名
等

1 提出理由

緑豊かな自然課(内線:7872) 

県行政への専門的知識等の導入を行うため、県自然環境保全施策に関して調査審議を行う
附属機関を新たに設置する。

提12 概要

出 1 1 名 称 | 調査審議する事項 | 
1 1鳥取県自然環境保全コンクール|鳥取県自然環境保全コンクール知事表彰の被表|

理 1 1審査会 |彰者の選考に関する事項 | 

由
第 11次鳥獣保護事業計画に基づき、鳥獣の保護管理の普及・啓発を図るため、愛鳥週間

及| 用ポスター原画募集の全国コンクール等に併せて、市町村、学校、関係団体等の理解と協力
を得て県主催の図案コンクール及び野生動物の巣箱コンクール等を実施し、知事表彰の選考

び| を行う。

概

3 施行期日
要| 平成26年4月 1日
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議案第40号(条例関係) 消費生活センター (0859-34-2705)

て・νつ正改部の例条関機属附県取鳥

条
例
名
等

I 1 提出理由

消費者教育を総合的に推進するため、専門的知識や住民意見を導入し調査審議を行う

提l附属機関を新設するものである。

出

理

由

及

2 概要

「一一一 名称 詞蚕審議する事項 | 

|鳥取県消費者教育推進地域協議会|消費者教育の推進に関する法律(平成2問
|律第61号)第20条第2項に規定する事項

(1)委員の構成
び| 消費者、消費者団体、事業者、事業者団体、教育関係者、消費生活センター

その他の関係機関の職員等

概
(2 )調査審議の内容

要I 0消費者教育推進計画の作成又は変更に関する意見陳述
0消費者教育の総合的、体系的かっ効果的な推進に関する情報交換及び調整

・各主体の連携・協働による消費者教育の推進
-学校、地域、職域など様々な場における消費者教育の推進
・消費者教育の人材(担い手)の育成 等

3 施行期日
平成26年 4月 1日
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鳥取県附属機関条例の一部を改正する条例案

鳥取県附属機関条例(平成25年鳥取県条例第53号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。

改正後 改正前

別表第 1 (第2条関係) 別表第 1 (第2条関係)

名称 調査審議する事項 名称 調査審議する事項

略 略

鳥取県外来種検討 外来種の防除、駆除等の外来 鳥取県外来種検討 外来種の防除、駆除等の外来

委員会 種対策に関する事項 委員会 種対策に関する事項

鳥取県自然環境保 鳥取県自然環境保全コンクー

全コンクール審査 ル知事表彰の被表彰者の選考

~ に関する事項

略 略

鳥取県動物愛護推 人と動物が安全かつ快適に暮 鳥取県動物愛護推 人と動物が安全かつ快適に暮

進協議会 らせる生活環境づくりのため 進協議会 らせる生活環境づくりのため

の施策に関lする事項 の施策に関する事項

鳥取県消費者教育 消費者教育の推進に関する法

推進地域協議会 律(平成24年法律第61号)第

20条第2項に規定する事項

略 略

附則

乙の条例は、平成26年4月1日から施行する。

.ト

ー155-



議案第41号 衛生環境研究所(電話:0858 -35 -5411) 

条
仔d鳥取県行政財産使用料条例等の一部改正について
名 (鳥取県衛生環境研究所の設置及び管理に関する条例の一部改正について)

等

1 提出理由
受益と負担の公平の確保を図るため、医薬品等の試験に係る手数料の額を引き上げる等所

要の改正を行う。

提 2 概要
(1)次に掲げる試験に係る手数料の額を引き上げる。

出 金額
区分 単位

理 改正前 改正後
医薬品、医薬部外品、化粧品又は医療機器の試験

由 ア 規 格試験
(ア) 前処理の必要がないもの又は前処理として l件につき 14， 430円 16， 563円

及 溶媒に溶解するもの、試薬の添加を行うもの
、蒸発乾固を行うものその他これに類する程

び 度の前処理を行うもの
(イ) その他のもの l件につき 33， 140円 37， 571円

概 イ 成分試験
(ア) 前処理の必要がないもの又は前処理として 1成分につき 4，883円 5， 053円

要 溶媒lこ溶解するものその他乙れに類する程度
の前処理を行うもの

(イ) 前処理として試薬の添加を行うもの、蒸発 1成分につき 12，285円 13， 198円
乾固を行うものその他これに類する程度の前
処理を行うもの

(ウ) その他のもの l成分につき 22， 619円 23， 523円

( 2 )医科診療報酬点数表又は歯科診療報酬点数表に掲げる検査に係る手数料を廃止する等所
要の規定の整備を行う。

( 3 )施行期日は、平成26年4月 l日とする。
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議案第41号 緑豊かな自然課(内線:7 1 99、 78 7 2) 

条

例名
鳥取県行政財産使用料条例等の一部改正についτ
(鳥取県都市公園条例の一部改正について、鳥取県手数料徴収条例の一部改正について)

等

(鳥取県都市公園条例の一部改正について)

l 提出理26由
平成 年 4月 1日に予定されている消費税率の引き上げに対応して、公園の占有に伴う公

園使用料を改定するため、当該基準の改定額について条例において定めるものである。

提
2 概要

出 (1)都市公園法第 5条第 1項に基づき県が徴収する都市公園施設に係る設置・管理許可に係

る公園使用料を消費税率の改定 (5%から8%)に伴い条例において基準額を改定する。

理
(2)同法第6条第 1項又は第 3項に基づき県が徴収する都市公園施設に係る設置・管理許可に

由 係る公園使用料を消費税率の改定 (5%から8%)に伴い条例において基準額を改定する.

及 ( 3 )鳥取県都市公園条例第7条第 1項又は第 2項の許可に基づき県が徴収する都市公圏内に
おける行為許可(物販や集会・展示会等の催し)に係る公園使用料についても消費税率の改

び 定に伴い基準額を改定する。

概

要 (鳥取県手数料徴収条例の一部改正について)

l 提出理由
地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部が改正され、狩猟免許の更新手数料の標

準額が改正されることに伴い、当該手数料を引き上げる。

2 概 要
(1)狩猟免許の更新手数料を2，900円(現行 2， 800円)に引き上げる。

( 2)施行期日は、平成26年4月 1日とする。
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鳥取県行政財産使用料条例等の一部を改正する条例

(鳥取県衛生環境研究所の設置及び管理に関する条例の一部改正)

第4条 鳥取県衛生環境研究所の設置及び管理に関する条例(平成14年鳥取県条例第9号)の一部を次のように

改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正す

る。

改正後 改 正 前

別表第2(第7条関係) 別表第2(第7条関係)

区分 単位 金額 区分 単位 金額

l 医薬品、医薬部外 l 墓品若しくは化粧品

品、化粧品又は医療機 試験又は衛生材料若し

器の試験 〈は医療用具規格試験

(1 ) 規格試験 (1 ) 規格試験

ア前処理の必要が 1件につき 16. 563円 ア前処理の必要が l件につき 14. 430円

ないもの文は前処 ないもの文は前処

理として溶媒に溶 理として溶媒に溶

解するもの、試薬 解するもの、試薬

の添加を行うも の添加を行うも

の、蒸発乾固を行 の、蒸発乾固を行

うものその他乙れ うものその他これ

に類する程度の前 に類する程度の前

処理を行うもの 処理を行うもの

イ その他のもの l件につき 37. 571円 千 その他のもの 1件につき 33. 140円
(2) 成分試験 (2 ) 成分試験

ア前処理の必要が l成分につき 5. 053円 ア 前処理の必要が 1成分につき 4. 883円

ないもの文は前処 ないもの又は前処

理として溶媒に溶 理として溶媒に溶

解するものその他 解するものその他

これに類する程度 これに類する程度

の前処理を行うも の前処理を行うも

の の

イ 前処理として試 l成分につき 13. 198円 イ 前処理として試 l成分につき 12.285円

薬の添加を行うも 薬の添加を行うも

の、蒸発乾固を行 の、蒸発乾固を行

うものその他これ うものその他これ

に類する程度の前 に類する程度の前

処理を行うもの 処理を行うもの

ウその他のもの l成分につき 23. 523円 ウその他のもの l成分につき 22. 619円

2 ウイルス検査 2 ウイルス検査

分離同定検査 l種目につき 16.206円 分離同定検査 1種目につき 16.206円

3 平成20年厚生労働省 l件につき 点数表

告示第59号(診療報酬 により算

の算定方法)別表第 1 定した額
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医科診療報酬点数表又 (以下

は別表第2歯科診療報 「療養費

酬点数表(以下「点数 算定額」

表」という。)に掲げ と I，l 

る検査 う。)の

B割以内

で知事が

定める額

(消費税

法(昭和6

3年法律第

108号)第

6条第 1

項の規定

により非

課税とさ

れる療養

等以外の

療養等に

あヲて

は、療養

費算定額

に100分の

105を乗じ

て得た額

の B割以

内で知事

が定める

額)

3 略 4 略

4 略 _Q_略
b 

(鳥取県都市公闇条例の一部改正)

第5条 鳥取県都市公園条例(昭和54年鳥取県条例第31号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前lの欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正す

る。

改正後 改正前

別表第5(第14条関係) 別表第 5(第14条関係)

使用料 使用料

金額 金額

非課税と 非課税と 非課税と 非課税と

区分 される公 される公 区分 される公 される公

単位 園施設の 園施設の 単位 園施設の 闇施設の

設置等 設置等以 設置等 設置等以
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外の設置 外の設置

等 等

法公園施設の設置 1平方 1，050円 1， 134円 法 公園施設の設置 l平方 1， 050円 1， 102円

第 メート 第 メート

5 ルにつ 5 ルにつ

条 き 1年 条 き l年

第 第

l公園施 略

項 設の管 その他の 1平方 1， 360円

l 公園施管
略

項 設の その他の 1平方 1， 330円

の 理 場合 メート の 理 場合 メート

許 ルにつ 官午 ルにつ

可 き 1月 可 き1月

法 電柱又は電柱の支 l本に 1， 500円 1， 620円 法 電柱又は電住の支 l本に 1， 500円 1， 575円

第 線若しくは支柱 っき l 第 線若し〈は支柱 っき l

6 年 6 年

条 送電塔 l平方 900円 笠2Pl 条 送電塔 1平方 900円 担i旦
第 メート 第 メート

l ルにつ 1 ルにつ

項 き 1年 項 き1年

又 共架電線その他上 長さ l 6円 7円 又

l立空に設ける線類 メート }ま

第 ルにつ 第

3 きl年 3 

項 水道 外径がO.1 lメー 75円 包E 項 水道 外径がO.1 lメー 75円 78Pl 
の 管、下 メートル トJレに の 管、下 メードル トJレに

許 水道 未満のも っき 1 言午 水道 未満のも っき 1

可 管、ガ の 年 可 管、ガ の 年

ス管そ 外径がO.1 110円 ill.旦 ス管そ 外径がO.1 110円 115Pl 

の{也こ メートル の他こ メートル

れらに 以上O.1 5 れらに 以上O.15 

類する メートル 類する メートル

もの 未満のも もの 未満のも

の の

外径がO.1 150円 162円 外径がO.1 150円 旦7Pl
5メートル 5メートル

以上0.2メ 以上0.2メ

ートル未 一トル未

満のもの 満のもの

外径が0.2 300円 笠4Pl 外径が0.2 300円 担5Pl
メートル メートル

以上O.4メ 以上0.4メ

一トル未 ートル未

満のもの一 満のもの

外径が0.4 760円 鐙OPl 外径が0.4 760円 盟8Pl
メートル メートル
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以上 1メ 以上 1メ

一トル未 一トル未

満のもの 満のもの

外径が 1 1， 370円 l，479円 外径が l 1， 370円 1， 438円

メートル メートル

以上のも 以上のも

の の

ハンドホ 1個に 3，370円 31639円 ハンドホ 1個に 3，370円 3.538円

ール文は っき l ール又は っき l

マンホー 年 マンホー 年

Jレ Jレ

郵便差出箱及び信 l個に 460円 坐6Pl 郵便差出箱及び信 1個に 460円 必坦

書便差出箱 っき 1 書便差出箱 っき l

年 年

公衆電話所 1個に 1， 500円 1.620円 公衆電話所 1個に 1， 500円L 1， 575円

っき l っき 1

年 年

略 略

標識 1本に 1， 500円 11620円 標識 l本に 1， 500円 l，575円

っき 1 っき 1

年 年

その他のもの l平方 1， 050円 11 134円 その他のもの l平方 1， 050円 1， 102円

メート メート

ルにつ ルにつ

きl年 き1年

略 略

第 物品の販売その他 l人に 坐OPl 第 物品の販売その他 1人に 組OPl

7 の営業 っき l 7 の営業 っき 1

条 日 条 日

第 第

l l 

項 項

又 集会、展示会その 1平方 4Pl }ま 集会、展示会その l平方 立旦

第 他乙れらに類する メート 第 他これらに類する メート

2 催し ルにつ 2 催し ルにつ

項 き1日 項 き1日

の の

許 許

可 可

備考略 備考賂
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(鳥取県手数料徴収条例の一部改正)

第15条 鳥取県手数料徴収条例(平成12年鳥取県条例第37号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の楠に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する固

改正後

(手数料の徴収)

第 2条 次の各号に掲げる事務については、申請その

他の行為により当該事務をすることを求める者か

ら、当該各号の事務に応じて別に定める期限まで

に、当該各号に定める額の手数料を徴収する。

(1) -(234の2) 略

(235) 鳥獣保護法第51条第3項の規定に基づく狩猟

免許の更新 l件につき2.900円

(236) -(238) 略

2 略

附員IJ

(施行期日)

改 正 前

(手数料の徴収)

第2条 次の各号に掲げる事務については、申請その

他の行為により当該事務をすることを求める者か

ら、当該各号の事務に応りて別に定める期限まで

に、当該各号に定める額の手数料を徴収する。

(1) -(234の2) 略

(235) 鳥獣保護法第51条第3項の規定に基づく狩

猟免許の更新 l件につき2，800円

(236) -(238) 路

2 略

1 ;:の条例は、平成26年4月 1Bから施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から

施行する。

(1 ) 第13条の規定平成26年5月1日

(2) 第14条(鳥取県営鳥取空港の設置及び管理に関する条例別表第l及び別表第2の改正規定を除く。)の

規定平成26年3月30日

(3) 第15条(鳥取県手数料徴収条例第2条第 l項第15号、第200号及び第235号の改正規定を除く。)の規定

薬事法及び薬剤師法の一部を改正する法律(平成25年法律第103号)の施行の日

(4) 第19条(鳥取県警察手数料条例第2条第 l項第31号の 5の改正規定を除<0 )の規定 道路交通法のー

部を改正する法律(平成25年法律第43号)の施行の日

(鳥取県営企業の設置等に関する条例の一部改正に伴う経過措置)

2 この条例の施行の目前から継続して供給している工業用水道の利用に係る料金で同日から平成26年4月初日

までの問に支払を受ける権利が確定するものについては、第16条の規定による改正後の鳥取県営企業の設置等

に関する条例第7条の規定にかかわらず、なお従前の例による。
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議案第46号(条例関係) 水・大気環境課(内線:7206) 

条
例 鳥取県石綿健康被害防止条例の一部改正について

名

等

1 提出理由
大気汚染防止法の一部が改正され、吹付け石綿等が使用されている建築物の解体等を伴う

建設工事の実施の届出義務者が変更されたことに伴い、所要の改正を行う。

提
2 概要

出 (1) 石綿を含有する建築材料を用いた建築物の解体等を伴う建設工事の実施の届出は、当 l

該建設工事の発注者又は請負によらないで自ら施工する者(現行 建設工事を施工する

理 者)が行うものとする。
(2 ) 吹付け石綿が使用されている可能性の高い建築物の解体等を伴う建設工事の場合に行

由 う事前調査結果の報告についても、(1 )と同様とする。
(3 ) 建築物の解体等を伴う建設工事の発注者は、当該工事を施工しようとする者が行う事

及 前調査に要する費用を負担するなど事前調査に協力しなければならないこととする。ま
た、当該建設工事を施工しようとする者は、当該建設工事の発注者に対し、事前調査の

び 結果について、書面を交付して説明しなければならないこととする。
(4) その他所要の規定の整備を行う。

概 (5) 施行期日等
ア 施行期日は、大気汚染防止法の一部を改正する法律の施行日とする。

要 イ 所要の経過措置を講ずる。
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鳥取県石綿健康被害防止条例の一部を改正する条例

鳥取県石綿健康被害防止条例(平成 17年鳥取県条例第 67号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改正後 改 正 前

日次 目次

第 1章・第2章略 |第1章・第2章略

第3章解体等作業の事前調査(第6条の 2-m61 第3章解体等作業の事前調査(第6条の2一室.Q_

全企立)

第4章~第6章略

附見u

(定義)

全企.1)

第4章~第6章略

附則

(定義)

第 2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の|第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。| 意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(1)-(4) 略 I (1)-(4) 略

( 5) 石綿粉じん排出等作業 石綿含有材料等が1. (5) 石綿粉じん排出等作業 石綿含有材料等が

使用されている建築物等に係る解体等作業のう

ち、大気汚染防止法(昭和 43年法律第 97号。以

下「法」という。)第2条第 12項に規定する特

定粉じん排出等作業(以下「特定粉じん排出等作

選よよと主ムに該当しないものをいう。

(6) 隼茎基準石綿粉じん排出等作業に伴う石

綿の粉じんの大気中への排出又は飛散を防止す

るための基準として規則で定めるものをいう。

iヱL差益堂笠発注者(建設工事(他の者から譜

け負ったものを除く。)の注文者をいう。以下同

じ。)文は建設工事を請負契約によらないで自ら

施工する者をいうの

(事前調査の実施)

使用されている建築物等に係る解体等作業のう

ち、大気汚染防止法(昭和 43年法律第 97号。以

下「法」という。)第2条第 12項に規定する特

定粉じん排出等作業に該当しないものをいう。

(6) 丞塾笠座主基準石綿粉じん排出等作業に

伴う石綿の粉じんの大気中への排出又は飛散を

防止するための基準として規則で定めるものを

いう。

(事前調査の実施)

第6条の2 解体等作業を伴う建設工事(以下「解体|第6条の2 解体等作業を伴う建設工事(以下「解体

等工事Jという。)を施工しようとする者は、規則| 等工事」という。)を施工しようとする者は、規則

で定めるところにより、当該解体等工事に係る建築| で定めるところにより、当該解体等工事に係る建築

物等における石綿含有材料等の使用の有無につい| 物等における石綿含有材料等の使用の有無につい

て、あらかじめ目視、設計図書の確認、材料の分析| て、あらかじめ目視、設計図書の確認、材料の分析

等による調査を行い、当該調査(法第 18条の 17第| 等により調査し、その結果を記録し、これを保存し

1項の規定による調査を含むの)の結果を記録し、| なければならない。

これを保存しなければならない。

2略、 12略

3 解体等工事の発沖者は、当該解体等工事を施工L

ようとする者が行う第 l項の規定による調査に要

する費用を適正に負担てることその他当該調査に
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関し必要な措置を講ずることにより、当該調査に協

力しなければならない。

(事前調査結果の説明等)

第6条の 3 盤体等工事(他の者から請け負ったもの

に限る。)を施工しようとする者は、規則で定める

ところにより、当該解体等工事の発注者に対し、前

条第 l項の規定による調査の結果について、規則で

定める事項を記載した書面を交付して説明しなけ

ればならない。との場合において、当該解体等工事

が次に掲げる工事に該当するときは、それぞれに定 ， 
める事項その他規則で定める事項を書面に記載し

て、これらの事項について説明しなければならな

しし

ill 次会第 l項に規定する報告対象工事 E重

第3号から第5号までに掲げる事項

i三上第7条第 1項に規定する届出対象工事旦

項第4号から第7号までに掲げる事項

l_ 前条第 1項の規定による調査を行った者は、当該

調査に係る解体等工事を施工するときは、規則で定

めるところにより、当該調査の結果その他規則で定

める事項を、当該解体等工事の場所において公衆に

見やすいように掲示しなければならない。

(事前調査結果の報告) (事前調査結果の報告)

第6条の 4 吹付け石綿が使用されている可能性の 第6条の 3 吹付け石綿が使用されている可能性の

高い建築物等として規則で定めるものを解体する 高い建築物等として規則で定めるものを解体する

作業を伴う建設工事(以下「報告対象工事」という。) 作業を伴う建設工事(以下「報告対象工事」という。)

の発注者等は、当該作業の開始の日の 14目前まで を施工しようとする者は、当該作業の開始の日の 14

に、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を 目前までに、規則で定めるところにより、次に掲げ

知事に報告しなければならない。ただレ、災害その る事項を知事に報告しなければならない。ただし、

他非常の事態の発生により当該作業を緊急に行う 災害その他非常の事態の発生により当該作業を緊

必要がある場合は、この限りでない。 急、に行う必要がある場合は、この限りでない。

(1 ) 略 (1 ) 略

( 2) 報告対象工事を施工する者の氏名又は名称

及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏

3主
i主よ略 (2) 略

i卓上略 i主上略

」え上吹付け石綿に係る第 6条の 2第 l項又は法 i生上吹付け石綿に係る益金の規定により実施し

第 18条の 17第l項の規定により実施した調査の た調査の方法及び結果

方法及び結果

i立L 略 (5) 略

2 前項ただし書の場合において、当該報告対象工事 2 前項ただし書の場合において、当該報告対象工事
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• 

2差塗査笠l立、速やかに、同項各号に掲げる事項を| 主盤主主主主は、速やかに、同項各号に掲げる事項

知事に報告しなければならない。 を知事に報告しなければならない。

3 略 3 略

(解体等作業の一時停止等) (解体等作業の一時停止等)

室主金金_Q_ 知事は、第6条の 2第1項の規定による|室主主金0)4 知事は、第6条の 2第l項の規定による

記録の保存文は前条第 l項の規定による報告を行

わないで解体等工事が施工されていると認めると

きは、解体等工事を施工する者に対し、期限を定め

記録の保存又は前条第 I項の規定による報告を行

わないで解体等工事が施工されていると認めると

きは、解体等工事を施工する者に対し、期限を定め

て、解体等作業を一時停止し、第6条の2第1項茎| て、解体等作業を一時停止し、第6条の2第1項の

は法第 18条の 17第1項の規定による調査の結果を

知事に報告するよう勧告することができる。

2 知事は、前項の規定により勧告を受けた者が当該

規定による調査の結果を知事に報告するよう勧告

するととができる。

勧告に従わないで解体等作業を行っているときは、 12 知事は、前項の規定により勧告を受けた者が当該

期限を定めて、当該解体等作業を一時停止し、第61勧告に従わないで解体等作業を行っているときは、期

条の2第1項文は法第 18条の 17第 l'項の規定によl限を定めて、当該解体等作業を一時停止し、第6条の

る調査の結果を知事に報告するよう命ずることが12第1項の規定による調査の結果を知事に報告する

できる。

3 略

(石綿粉じん排出等作業の実施の届出)

ょう命ずるととができる。

3 略

(石綿粉じん排出等作業の実施の届出)

第7条 石綿の粉じんが大気中に排出され、又は飛散|第7条 石綿の粉じんが大気中に排出され、文は飛散

するおそれが高い石綿粉じん排出等作業として規| するおそれが高い石綿粉じん排出等作業として規

則で定めるものを伴う建設工事(以下「届出対象工l則で定めるものを伴う建設工事(以下「届出対象工

事」という。)0)登注萱笠は、石綿粉じん排出等作| 事Jという。)を施工しようとする者は、石綿粉じ

業の開始の日の 14目前までに、規則で定めるとこ! ん排出等作業の開始の日の 14目前までに、規則で

ろにより、次に掲げる事項を知事に届け出なければ| 定めるところにより、次に掲げる事項を知事に届け

ならない。ただし、災害その他非常の事態の発生に

より石綿粉じん排出等作業を緊急に行う必要があ

る場合は、この限りでない。

(1 )略

..w.. 届出対象工事を施工する者の氏名又は名称

及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏

金

i立上略
(4 )略

(5 )略

i旦上略

J.1_上略

i呈上略

出なければならない。ただし、災害その他非常の事

態の発生により石綿粉じん排出等作業を緊急に行

う必要がある場合は、この限りでない。

(1 )略

i主上略

i立上略

ill略

ill略

i立L略

(7) 略

2 前項ただし書の場合におい、て、当該席出対象工事12 前項ただし書の場合において、当該届出対象工事

2室主主主は、速やかに、同項各号に掲げる事項を| 主義玉主ゑ査は、速やかに、同項各号に掲げる事項

知事に届け出なければならない。 を知事に届け出なければならない。

3 目告 3 略
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4 知事は、第1項又は第2項の規定による届出があ 4 知事は、第 l項又は第2項の規定による届出があ

った場合において、当該届出の内容が作業基準に適 った場合において、、当該届出の内容が飛散等防止基

合しないと認めるときは、当該届出をした者に対 !j!!に適合しないと認めるときは、当該届出をLた者

し、当該届出の内容を作業基準に適合するものに変 に対し、当該届出の内容を飛散等防止基準に適合す

更することを勧告することができる。 るものに変更する乙とを勧告することができる。

(基準遵守義務) (基準遵守義務)

第7条の 2 石綿粉じん排出等作業を伴う建設工事 第7条の 2 石綿粉じん排出等作業を伴う建設工事

(以下「特定工事」という。)を施工する者は、当 (以下「特定工事」という。)を施工する者は、当

該石綿粉じん排出等作業について、作業基準を遵守 該石綿粉じん排出等作業について、飛散等防止基準

しなければならない. を遵守しなければならない。

" 

(改善命令等) (改善命令等)

第8条 知事は、特定工事の施工に伴う石綿の粉じん 第B条 知事は、特定工事の施工に伴う石綿の粉じん

の処理又は飛散の防止の方法が作業基準に適合し の処理又は飛散の防止の方法が飛散等防止基準に

ていないと認めるときは、特定工事を施工する者に 適合していないと認めるときは、特定工事を施工す

対し、期限を定めて、当該石綿粉じん排出等作業に る者に対し、期限を定めて、当該石綿粉じん排出等

伴う石綿の粉じんの処理若しくは飛散の防止の方 作業に伴う石綿の粉じんの処理若しくは飛散の防

法の改善を勧告し、又は当該石綿粉じん排出等作業 止の方法の改善を勧告し、又は当該石綿粉じん排出

の一時停止を勧告することができる。 等作業の一時停止を勧告することができる。

2・3 略 2 . 3 略

(登主主の配慮) (塗茎章の配慮)

第9条 特定工事の塗主主は、当該特定工事を施工す 第9条 特定工事の注茎宣は、当該特定工事を施工す

る者に対し、施工方法、工期、工事費その他当該特 る者に対し、施工方法、主塑笠について、飛散等防

定工事の請負契約に関する事項について、作業基準 ょ主蓋笠の遵守を妨げるおそれのある条件を付さな

の遵守を妨げるおそれのある条件を付さないよう いように配慮しなければならない。

に配慮しなければならない。

(処理予定量等の届出等) (処理予定量等の届出等)

第 10条届出対象主事又は法第 18条の 15第 l項に 第 10条第7条第 l項若しくは第2項又は法第 18条

規定する特定工事(以下「届出対象工事等Jという。) の 15第 l項若しくは第2項の規定による届出を行

を施工しようとする者は、届出対象工事等の開始の う者は、これらの届出に併せて、規則で定めるとと

自の 14目前までに、規則で定めると乙ろにより、 ろにより、届出対象工事又は悶条第 l項に規定する

届出対象工事等に伴い廃棄物として処理される石 特定工事に伴い廃棄物として処理される石綿含有

綿含有材料等の種類、処理量及び処理の方法(処理 材料等の種類、処理量及び処理の方法(処理を委託

を委託する場合にあっては、その相手方の名称、所 する場合にあっては、その相手方の名称、所在地等

在地等を含む。)を知事に届け出なければならない。 を含む。)を知事に届け出なければならない。

ただし、災害その他非常の事態の発生により届出対

象工事等を緊急に行う必要がある場合は、この限り

でない。

2 前項ただし書の場合において、当該届出対象工事

等を施工する者は、速やかに、前項に規定する事項

を知事に届け出なければならない。
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]._並12互の規定による届出をした者は、石綿含有材 I~ 盤lJ'lの規定による届出をした者は、石綿含有材料

料等の処理が終了する都度、規則で定めるところにl等の処理が終了する都度、規則で定めるところによ I

より、当該処理の状況に関する報告書を作成し、と l り、当該処理の状況に関する報告書を作成し、これ1

れを知事に提出しなければならないe を知事に提出しなければならない。

(通報) (通報)

第 10条の2 次に掲げる事実を知った者は、その旨|第 10条の2 次に掲げる事実を知った者は、その旨

を知事に通報することができる。 Iを知事に通報することができる。

(1 ) 第6条の 2第 l項の規定による調査の結果

の記録の保存怠丘包主主ζ解体等工事益基主主

益三いること。

(2) 第6条の 4第 l項の規定による報告益丘主

主主ζ報告対象工事室盈王主主主いること。

(3) 第7条第1項又は法第 18条の 15第 l項の規

定による届出が行われずに届出対象工事等が施

王室主エいること。

(4) 盆茎差笠を遵守せずに石綿粉じん排出等作

業主塞卑主主、又は法第 18条の 14に規定する作

業基準を遵守せずに特定粉じん排出等作業主主主

盤主主主いること。

(立入検査等)

(1 ) 第6条の 2第 l項の規定による調査の結果

の記録の保存主丘主主比三解体等工事主盤玉主

エいること。

(2) 第日条の 3第 1項の規定による報告主丘主

主己主報告対象工事室盈ζιエいること。

(3) 第7条第l項又は法第 18条の 15第 1項の規

定による届出を行わないで届出対象工事文は問

項に規定する特定工事を施工していること。

(4) 丞盤笠監生基準を遵守せずに石綿粉じん排

出等作業主室盈与、又は法第 18条の 14に規定す

る作業基準を遵守せずに法第2条第 12項に規定

主ゑ特定粉じん排出等作業主塞盤主主いるとと。

(立入検査等)

第 II条知事は、法第 26条第l項の規定に定めると|第 II条知事は、法第 26条第 1項の規定に定めると

ころによるほか、次に掲げる場合には、建築物等の| ころによるほか、次に掲げる場合には、建築物等の

所有者等、解体等工事の発注者若しくは解体等工事| 所有者等若しくは解体等工事を施工する者に対し、

を施工する者に対し、必要な報告若しくは資料の提| 必要な報告若しくは資料の提出を求め、又はその職

出を求め、又はその職員に、建築物等若しくは解体| 員に、建築物等若しくは解体等工事の場所に立ち入

等工事の場所に立ち入り、その建築物等、書類その| り、その建築物等、書類その他の物件を検査させる

他の物件を検査させることができる。

(1 ) 次に掲げる報告等を受けた場合において、石

綿の飛散等に伴う健康被害を防止するため必要

があると認めるとき。

ア 第6条の4第 l項又は第2項の規定による

報告

イ略

ウ 第 10条第 l項蓋与三i主室主亙の規定による

届出又は盟会集立亙の規定による報告

エ略

(2) 第6条第2項、第6条の 5第1項、第7条第

4項若しくは第 8条第 l項の規定による勧告又

は第6条の 5第2項若しくは第B条第2項の規

定による命令を行うため必要があると認めると

き。

(3) 略

ことができる。

(1 ) 次に掲げる報告等を受けた場合において、石

綿の飛散等に伴う健康被害を防止するため必要

があると認めるとき。

ア 第6条の 3第 1項又は第 2項の規定による

報告

イ略

ウ 第 10条第 1項の規定による届出文はE全室

三塁の規定による報告

エ略

(2) 第6条第2項、第 6条の4第 1項、第7条第

4項若しくは第 8条第 l項の規定による勧告又

は第6条の 4第2項若しくは第 8条第2項の規

定による命令を行うため必要があると認めると

き。

I (3) 略
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2・3 略 2・3 略

(弁明の機会の付与) I (弁明の機会の付与)

第 13条知事は、第6条第3項、第6条の 5第3項|第 13条知事は、第6条第3項、第6条の4第3項

又は第 8条第 3項の規定による公表をしようとす| 又は第 B条第3項の規定による公表をしようとす

るときは、あらかじめ第6条第2項、笠立会金主筆| るときは、あらかじめ第6条第2項、室主全企主筆

よ亙若しくは第8条第 l項の規定による勧告又は| よlJi若しくは第8条第 l項の規定による勧告又は

第 6条の 5第2項若しくは第 B条第2項の規定に| 第 6条の 4第2項若しくは第 B条第2項の規定に

よる命令を受けた者に対し、弁明の機会を与えなけ| よる命令を受けた者に対し、弁明の機会を与えなけ

ればならない。 Iればならない。

第 17条 次の各号のいずれかに該当する者は、 10万l第 17条 次の各芳のいずれかに該当する者は、 10万

円以下の罰金に処する。 I円以下の罰金に処する。

(1) 第6条の4第l項の規定による報告をせず、

又は虚偽の報告をした者

( 2) 第6条の 5第2J冒の規定による命令に違反

した者

(3ト (4) 略

(1 ) 第6条の 3第l項の規定による報告をせず、

又は虚偽の報告をした者

(2) 第 6条の 4第 2項の規定による命令に違反

した者

(3卜 (4) 略

第 19条 次の各号のいずれかに該当する者は、 5万l第 19条 次の各号のいずれかに該当する者は、 5万

円以下の過料に処する。 I円以下の過料に処する。

(1) 第6条の4第2項の規定による報告をせず、 I(1) 第6条の 3第2項の規定による報告をせず、

又は虚偽の報告をした者 | 又は虚偽の報告をした者

(2) 略 I(2) 略

附員1)

(施行期日)

1 この条例は、大気汚染防止法の一部を改正する法律(平成25年法律第 58号)の施行の日から施行する。

(経過措置)

Z この条例の施行の日(以下「施行日」という。)前に改正前の鳥取県石綿健康被害防止条例(以下「旧条例」

という。)第6条の 3第l項文は第2項の規定による報告がされた建設工事については、改正後の鳥取県石綿

健康被害防止条例(以下「新条例」という。)第6条の 3第 1項第 1号及び第6条の 4の規定は、適用しない。

3 施行日前に旧条例第7条第l項又は第2項の規定による届出がされた建設工事については、新条例第6条の

3及び第7条の規定は、適用しない。

(罰則に関する経過措置)

4 施行目前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
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議案第 47号(条例関係) 循環型社会推進課(内線:7562) 

条

例 鳥取県使用済タイヤの適正な保管の確保に関する条例の一部改正について

名

等

l 提出理由

使用済タイヤを屋外で集積して保管している者に対して指導、勧告及び命令を適切に行え

るようにするため、当該保管者に対する報告徴収及び保管場所等への立入検査が行えるよう
にする。

提

2 概要
出 ( 1 ) 知事は、この条例の施行に必要な限度において、使用済タイヤの保管者に対し必要な

2・
報告等を求め、又はその職員に、保管場所等へ立ち入り、使用済タイヤ等の物件を検査

4 

理 させることができる乙ととする。
(2) (1 )の報告等をせず又は検査の拒否等をした者は、 10万円以下の罰金に処する。

由 (3 ) その他所要の規定の整備を行う。
(4) 施行期日は、平成26年 5月 1日とする。

及

び

概

要

百句
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鳥取県使用済タイヤの適正な保管の確保に関する条例の一部を改正する条例

l 鳥取県使用済タイヤの適正な保管の確保に関する条例(平成13年鳥取県条例第39号)の一部を次のように改正

する。

次の表の改正前の棉に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改正後 改正前

第10条略 第10条略

(報告及び検査)

筆江主主知事は、この条例の施行に必要な限度におい

て、特定保管者に対し、必要な報告若しくは資料の

提出を求め、又はその職員に、特定保管者の特定保

管の場所若しくは事務所に立ち入り、使用済タイ

ヤ、書類その他の物件を検査させることができる。

2 前項の規定により立入検査をする職員は、その身

分を示す証明書を携帯し、関係人に提示しなければ

ならない。

~第 l項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査

のために認められたものと解釈しではならない。

(市町村条例との関係) (市町村条例との関係)

塁11室主略 箆斗金略

(規則への委任) (規則への委任)

差迫室主略 室旦主主略

(罰則) (罰則)

筆li丞略 差盟主主略

2 次の各号のいずれかに該当する者は、 10万円以下 2 第7条第 l項又は第2項の規定による届出をせ

の罰金に処する。 ず、又は虚偽の届出をした者は、 10万円以下の罰金

に処する。

iよ上第7条第1項又は第2項の規定による届出を

せず、又は虚偽の届出をした者

11上第11条第1項の規定による報告若しくは資料

の提出をせず、若しくは虚偽の報告若しくは資料

の提出をし、又は同項の規定による検査を拒み、

妨げ、若しくは忌避した者

笠些ゑ略 筆 話 会 略

附貝r1 附則

(施行期日) (施行期日)

1 略 l 略
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(経過措置)

2 略

附員Ij

この条例は、平成26年5月1日から施行する。

(経過措置)

2 略

」盤盆L
3 知事は、平成25年度末を自治左しで、この条例の

規定及びその実施状況について検討を加え、その結

果に基づいて必要な措置を講ずるもの左する。
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議案第 54号(条例関係) 住宅政策課(内線 :7408)→住まいまちづくり課

条

伊j 鳥取県環境にやさしい木の住まい建設等助成条例の廃止について

名

等

l 廃止理由

県内事業者による木造住宅の建設等に対する補助制度を新たに設けることに伴い、県産

材を活用した木造住宅の建設、住宅の改修等をした個人に交付する環境にやさしい木の住

提 まい建設等資金補助金を廃止する。

出 2 概要

( 1 ) 鳥取県環境にやさしい木の住まい建設等助成条例は、廃止する。

理 (2 ) 施行期日等

ア 施行期日は、平成26年4月 1日とする。

由 イ 所要の経過措置を講吠る。

及

び

概

要
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鳥取県環境にやさしい木の住まい建設等助成条例を廃止する条例

鳥取県環境にやさしい木の住まい建設等助成条例(平成 17年条例第 10号)は、廃止する。

附則 l

(施行期日)

1 乙の条例は、平成 26年4月 1日から施行する。

(経過措置)

2 この条例の施行の目前に交付決定された環境にやさしい木の住まい建設等資金補助金については、なお従前

の例による。
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議案第 55号(条例関係)
景観まちづくり課(内線 :7372)→県土整備部技術企画課、住まいまちづくり課

条

例 風致地区内における建築等の規制に関する条例の廃止等について

名

等

， 

1 提出理由
風致地区内における建築等の規制に関する条例の制定に関する基準を定める政令の一部が

改正され、条例の制定権限が都道府県から市町村に変更されたととに伴い、当該条例を廃止

提 し、及び関係する条例について所要の改正を行う。

出 2 概要
( 1 )風致地区内における建築等の規制に関する条例は、廃止する。

理 ( 2 )鳥取県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部改正

米子市が処理する事務から、風致地区内における建築等の規制に関する条例に基づ

由 く事務を削る。

( 3)鳥取県景観形成条例の一部改正

及 届出を要しない行為から、風致地区内における建築等の規制に関する条例による許

可等を受けた行為を削る。

び (4)施行期日等

ア 施行期日は、平成26年 4月 1日とする。

概 イ 所要の経過措置を講ずる。(この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用)

要
[参考]

1 政令一部改正の概要

区分 条例の対象となる風致地区 条例制定権
改正前 改正後

都道府県条例 1 0 ha以上の風致地区 知事 市町村長
(2以上の市町村の区域にまたがるものを除く)

1 0 ha以上の風致地区 知事 知事
(2以上の市町村の区域にまたがるものに限る)

※ 1 0 ha未満の風致地区の条例制定権は従来どおり市町村。

2 風致地区制度の概要

(1)制度概要
都市計画区域内において自然的要素と一体となって良好な環境の形成が望まれる地区

について、自然的要素の保全・創出を図りつつ、建物や工作物の開発内容について一定
の規制を行うことにより、風致に富んだ良好な都市環境の形成を図る。

( 2 )県内の指定状況
県内の風致地区の指定は米子市のみである。また、米子市においては、政令の一部改

正を受けて、 「米子市風致地区内における建築等の規制に関する条例」が制定され、平

成26年4月1日に施行される。

<県名内の指定状況>
称:湊山風致地区(米子市灘町及び祇園町地内)

面積:約40ha
指定日:昭和15年5月3日 、
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風致地区内における建築等の規制に関する条例を廃止する等の条例

(風致地区内における建築等の規制に関する条例の廃止)

第1条 風致地区内における建築等の規制に関する条例(昭和45年鳥取県条例第11号)は、廃止する。

(鳥取県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部改正)

第2条 鳥取県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例(平成11年鳥取県条例第35号)の一部を次の

ように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正す

る咽

改正後 改正前

別表(第2条関係) 別表(第2条関係)

事務 市町村等 事務 市町村等

略 略

42 都市計画法に基づく事務のうち、 略 42 都市計画法に基づく事務のうち、次 略

次に掲げるもの に掲げるもの

(1)-(21) 略 (1) -(21) 略

43 風致地区内における建築等の規制に 米子市

関する条例(昭和45年鳥取県条例第11
号)に基づく事務

43 略 44 略

44 略 45 略

45 略 46 略

46 略 47 略

47 略 鎧略

()鳥取県景観形成条例の一部改正)

第3条 鳥取県景観形成条例(平成5年鳥取県条例第3号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改正後

(適用除外行為の追加J
第15条 法第16条第7項第11号の条例で定める行為

は、次に掲げる行為とする。

(1 ) 法令文は他の条例に基づく許可、認可、届

出等を要する行為のうち、次に掲げるもの

ア~オ略

7J略

主 略
(2)-(9) 

附則

(施行期日)

陥

l この条例は、平成26年4月1日から施行する。

(経過措置)

改 正 、 前

(適用除外行為の追加)

第15条法第16条第7項第11号の条例で定める行為

は、次に掲げる行為とする。

(1 ) 法令文は他の条例に基づく許可、認可、届出

等を要する行為のうち、次に掲げるもの

ア~オ略

主風致地区内における建築等の規制に閤する条

例(昭和45年鳥取県条例第11号)第2条第l項

本文の許可を受けて行う行為文は同条第2項後

段の協議に係る行為

キ 略

之陥

(2)-(9) rog 

2 乙の条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
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議案第 74号(その他) 水・大気環境課(内線 :7400)

件 天神川流域下水道の管理に要する費用について関係市町が負担すべき金額を定めることに

名 ついての議決の一部変更について

1 提出理由
天神川流域下水道の管理に要する費用について関係市町が負担すべき金額を定めること

についての議決(昭和58年3月 3日議決)の一部を変更し、平成26年4月 1日から適用す

提 ることについて、下水道法(昭和33年法律第79号)第31条の 2第2項の規定により、本議

会の議決を求めるものである。

出

2 概要 ;). 

理 次の表の変更前の欄中下線が引かれた部分を同表の変更後の檎中下線が引かれた部分に ~ 

改める。

由

及 変更後 変更前

び
関係市町 負担すべき金額 関係市町 負担すべき金額

概
倉吉市 倉吉市

要 三朝町 排水 1立方メートル 三朝町 排水 1立方メートル
湯梨浜町 にっき 9 3円 湯梨浜町 につき 9 1円

北栄町 北栄町

※ 平成 26年4月 1日からの消費税率(地方消費税率を含む。)の引上げに伴い、
消費税の円滑かっ適正な転嫁を行うため、関係市町が負担する金額を改定する。 。

(関係市町も消費税率の引上げに伴い、下水道の利用料金の改定を予定。) ，1 
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